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編集にあたって 

 

 この論文集は大阪大学法学部国際公共政策学科の山内直人ゼミナールに所属する 2回生及び 3回生、総勢

15 人のメンバーが 2017年度のゼミナール活動の一環として作成した 3編の論文を編集して収録したもので

す。 

 掲載している論文はすべて、日ごろ新聞やテレビなどで目にする社会問題の中で、学生自らが興味を持っ

たものを扱っています。興味のある社会問題に対してその現状を調査し、問題意識を持ち、計量経済学とい

う視点から分析、考察を行い問題の解決に向けた政策を提言しています。 

 各論文とも未熟な点が多く残ってはおりますが、学生という若く自由な立場から行った政策提言が、実際

に政策を行う国や地方自治体などに影響を与え、よりよい社会の創造に少しでも寄与できるものであればと

期待しています。 

 また、論文はいずれも ISFJ日本政策学生会議、WEST論文研究発表会の両方に提出され、発表されまし

た。結果として ISFJ日本政策学生会議においては分科会賞 1本、優秀発表賞 1本を、WEST 論文研究発表会

においては分科会賞 2本を獲得することができました。 

 

 

～本年度 ISFJ・WEST提出論文～ 

 

「初就職時正規・非正規を決定する要因 -東大社研・若年パネル調査を用いた実証分析-」 

「日本の英語教育改革に関する実証分析」 

「地方議会選挙の競争促進に関する実証分析」 

 

 

 最後になりましたが、論文作成にあたってご指導いただいた山内直人教授をはじめ、資料提供、ご指導など

様々な面で本当に多くの方にご協力をいただきました。巻末にお名前を掲載させていただいております。ご協

力をいただいた皆様には、この場をお借りして感謝の意を述べさせていただきたいと思います。 

 

 ありがとうございました。 
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第 1章 初職時正規・非正規を決定する要因 

東大社研・若年パネル調査を用いた実証分析 

 

大林雅希 橋之口祥吾 

久保澄香 吉田早希 

Yang Wonseouk 

 

要旨 

 1990 年代のバブル崩壊以降、長期的な景気低迷を契機に非正規雇用者数は増加しており、今日では当時のおよそ 2.5 倍とな

った。先行研究によると、この背景には急速な技術革新による分業体制の発展や雇用形態の変化による生産性と賃金の乖離や景

気変動時における有益性を考慮した企業の意図や 1999 年の労働者派遣法の改正による派遣社員の業務の拡大がある。非正規雇

用者は正規雇用者に比べ、賃金カーブがフラットであり同企業における勤続年数の差を考慮しても年齢の上昇とともにその差も

拡大し、その他の処遇、保険や年金、退職金などの制度においても差は歴然である。加えて、短期有限契約が多い非正規雇用者

は契約更新時の雇い止めが容易で雇用者自身に専門知識や技術を蓄積することは困難である。以上の特徴は社会的背景を踏まえ

ると一概に悪いものとはいえず、現代の企業にとっては不可欠なものである。しかしセーフティネットの不十分さや日本の雇用

慣行ゆえに、非正規雇用者は正規雇用への転職が容易でなく貧困からの脱却が難しいためにその貧困率は正規雇用者よりも高

く、日本の貧困率が他の先進国よりも高い要因の１つであり、貧困の連鎖を生み出す契機の１つとも考えられる。また現在の非

正規雇用者の中には不本意非正規雇用者も存在しその数は増加している。よって貧困を回避・脱却するには、人生において大き

な契機となりうる初職において正規雇用の選択が望ましいことが推察できる。 

 本稿では、初職における雇用形態の違いが後の生活に本当に影響を与えるのかについて初職の雇用形態と後の年収の関係を明

らかにした。さらに、初職正規雇用者の特徴を親の学齢や離婚・失業の有無、初職入職時の情報の入手経路とそれをどれほど利

用したかという観点で分析した。分析では、初職において正規雇用であることが後の年収に正の影響を与え、初職時の入職経路

については、大学・大学院生では企業説明会やセミナーへの積極的な参加、短大・専門学生と高校・専門学校生は、学校での積

極的な情報入手が初職の正規雇用に正の影響を与えることが分かった。 

 以上を踏まえ、正規雇用または非正規雇用に就く過程において、各個人が自身の学歴に合わせて効果的な経路で情報を入手で

きる環境の整備、また非正規を理由に貧困に陥ることの無い労働環境の整備を目的に「職務等級制度・役割等級制度の導入促進」、

「高校生からの早期キャリア支援」を提言する。 

 

本報告書の執筆にあたり、山内直人教授（大阪大学）、山内敏男准教授（兵庫教育大学）、塩谷雅弘准教授（金沢大学）、石倉康次教授（立命館大

学）をはじめ多くの方々から有益かつ熱心なコメントを頂戴した。二次分析にあたり、東京大学社会科学研究所附属社会調査・データアーカイ

ブ研究センターSSJデータアーカイブから「東大社研・若年パネル調査（JLPS-Y）wave1-7，2007-2013」（東京大学社会科学研究所パネル調査プ

ロジェクト）の個票データの提供を受けた。しかしながら、本報告書にあり得る誤り、主張の一切の責任はいうまでもなく筆者たち個人に帰す

るものである。
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Ⅰ 現状分析・問題意識 非正規雇用と貧困問題 

 

1.1 非正規雇用者の増加 

 

総務省が実施している「労働力調査」(図1参照)によると、1990年

に880万人だった日本の非正規雇用者数は、2017年には2018万人と

なりおよそ2.5倍となった。また、全労働者数に占める非正規雇用者

数の割合は、1990年代の20.2%に対して、2017年では37.1%と約4割

にまで大きく増加した。そして、男女別に雇用形態の内訳を見てみる

と、1990年には男性では全非正規雇用者235万人のうち、パート・ア

ルバイト従事者が最も高く126万人でこれは全体の53.6%を占めてい

る。女性においても全非正規雇用者646万人のうちパート・アルバイ

ト従事者が584万人と最も高く全体の90.4%を占めている。しかしな

がら 2017年では男性においては全非正規雇用者が 646万人にまで増

加し最も高いパート・アルバイト従事者は 318 万人となっている上、

1990年には見られなかった契約社員も数を伸ばしておりその数は160

万人となっている。また、女性においては、全非正規雇用者が1371万

人にまで増加しており中でもパート・アルバイト従事者が 1073 万人

と最も高いままである上、男性同様に契約社員も135万人となってお

り、男女ともに雇用形態の動向に変化が見受けられる。こうした変化

にはどのような背景が存在するのか。 

 

(図1) 非正規労働者の推移 

 

 

（総務省「労働力調査(平成29年4-6月平均)」より筆者作成） 

 

非正規雇用者はどのように増加してきたのか。阿部正浩(2010)では、

非正規雇用者が増加してきた 4 つの社会的背景が提示されている。1

つ目は、1990年代前半以降のバブル崩壊による長期的な景気低迷の中

で多くの企業が賃金や人員を抑制するためにリストラを進めた結果、

雇用不安が高まったことを契機に、働き方や労働時間に対して柔軟性

を求めて、パートやアルバイトといった非正規雇用者としての就業を

望む人が増加した、という働き方の変化の問題である。2つ目に、分

業体制の進行による雇用形態の変化という問題である。1990 年代後

半、グローバル化と技術革新が急速に発展した。これにより国際市場

は激化し、安価の労働力を求めて東南アジアなどの海外諸国に進出す

る企業が多くなった。それに伴って日本国内においても人件費削減が

進んだ結果、非正規雇用者の採用が増加したのである。3つ目に、終

身雇用や年功序列に代表される日本の雇用慣行の問題である。2つ目

で述べたように、技術革新の発展が急速に行われるようになり、専門

知識・技術はすぐに廃れて新しいものと入れ替わる、ということが起

こるようになった。これによって、長期勤続者ほど生産性と賃金が乖

離することになり、企業はリストラを行うと同時に新卒採用を控える

こととなったのである。最後に、労働市場機能の問題である。2000年

に職業安定法の改正を受けて職業紹介所の民間開放がなされた。しか

し、民間職業紹介所は利潤を最大化させるために、質の良い求職者や

企業に絞って職業紹介を行い、これによって労働市場はマッチング可

能な人とそうでない人に二分割されてしまうことになった。以上4つ

の原因に加え、1999年にほぼ全ての業務を派遣の対象とした、派遣労

働者法の改正が行われた。これにより、即戦力となる人材を確保し専

門的業務への対応や繁閑に伴う雇用者数調整を行いたい企業のニー

ズを満たす派遣社員数が増加したことで、全体の非正規雇用者数がさ

らに増加したと考えられる。 

 

1.2 正規雇用者と非正規雇用者の格差  

 

 正規雇用者と非正規雇用者にはどのような格差が存在するのか。ま

ずは賃金について見る。日本総研「正社員・非正社員の処遇格差の是

正に向けた視点」では、パートタイマーの時間当たり賃金の正社員に

対する割合が、およそ44%であると述べられている。また、厚生労働

省の「賃金構造基本統計調査」を参照し、20歳から69歳までの平均

月収による賃金カーブを作成してみる(図2参照)。すると、正規雇用

者はいずれの年齢においても非正規雇用者より高い賃金を受け取っ

ており、また、59歳までは年齢を重ねるごとに賃金が上昇している。

これに対して、非正規雇用者の賃金カーブは低い水準であまり上下し

ないフラットなものである。安井健吾ら(2016)は、正規雇用者と非正

規雇用者の賃金格差を明らかにしたうえで、上記のような賃金格差が

どの程度、人的資本や職務内容の違いからくるものかを分析している。

これによると、学歴、年齢、勤続年数などの属性をコントロールすれ

ば、男性では8.4%低く、女性ではほぼ賃金格差が無くなるということ

が明らかにされている。しかし、日本の雇用慣行を考えると、勤続年

数や学歴は実際賃金に大きな影響を与えている。このことを考慮し、

属性をコントロールしない場合は、非正規の賃金は男性では32.4%低

く、女性では16.6%低いことが明らかにされている。 
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(図2) 正規雇用と非正規雇用の賃金カーブの違い 

(厚生労働省「平成28年度賃金構造基本統計調査」より筆者作成) 

 

では、次に賃金以外の処遇の格差について考える。健康保険などの

社会保険は、労働時間・労働日数が正規雇用者の4分の3に満たない

非正規雇用者に対しては企業に加入義務は生じないとされている。こ

のことにより、厚生労働省「平成 26 年就業形態の多様化に関する総

合実態調査」によると、正規雇用者への雇用保険・健康保険・厚生年

金・賞与支給制度の適用率は、それぞれ92.5%・99.3%・99.1%・86.1%

となっているのに対し、非正規雇用者へは、67.7%・54.7%・52.0%・

31.0%となっている。また、労働契約に期限の定めがない正規雇用者

の場合は、労働基準法にも明記されているように妥当な理由のない解

雇は厳しく制限されているのに対し、非正規雇用者は短期有限契約で

ある場合が多く、期限更新時の雇い止めも容易にできる。このように

非正規雇用者の労働は安定したものではない。  

上述したとおり、企業は、即戦力となる人材を確保し専門的業務へ

の対応や繁閑に伴う雇用者数調整を行う必要がある。非正規雇用者は、

正社員と比べ低賃金であり、各種社会保険の適用率も低く短期有限契

約である場合が多い。そのため企業にとっては、景気動向により柔軟

に期限更新時の雇い止めが可能な雇用形態で働く非正規雇用者の存

在は不可欠である。しかしながら、非正規雇用者の増加はその雇用形

態の特徴ゆえに貧困の問題にも大きく関与している。 

 

1.3 非正規は貧困の原因か 

 

上述したように、年齢の上昇とともに正規雇用者と非正規雇用者の

収入格差は拡大傾向にあり、非正規雇用下で働くことで低賃金による

生活の困窮度合の悪化に繋がっていることが推測される。事実、非正

規雇用者の貧困率は高く、独立行政法人労働政策研究・研修機構の「壮

年非正規労働者の仕事と生活に関する研究(2014)」によると、男性正

規雇用者の貧困率は 6.1%であるが、男性非正規雇用者の貧困率は

23.3%となっている。同様に、女性正規雇用者の貧困率は7.0%である

が、女性非正規雇用者の貧困率は22.5%となっており、男女ともに非

正規雇用者の貧困率は高い。上述の通り、厚生労働省「就業形態調査

個人調査より(2014)」によると、非正規社員(フルタイム)の平均賃金

は、正社員の約6割となっており、また正規雇用者と比較して能力開

発機会が乏しい上、健康保険や雇用保険といったセーフティネット制

度の適用も不十分である。非正規雇用者はこのような厳しい雇用環境

下で働くことを余儀なくされており、このことが非正規雇用者の貧困

の増加に関与していることがうかがわれる。 

さらに、貧困には世代間連鎖と固定化という問題がある。貧困の世

代間連鎖とは、貧困家庭に生まれた子どもとそうでない子どもの間に

は学歴達成に格差があり、このことが職を得て社会に出るときにも影

響し低所得につながり、結果としてその人のもとに産まれてくる子ど

もも親と同じ貧困状態に陥るというものである。簡単な例を用いると、

親の低所得が原因で高校に通うこともままならない子どもは日本に

おいては一般的に大学卒業者よりも低所得になりやすい傾向があり、

その先は上述のような連鎖に陥る。大石(2007)では 15 歳時の暮らし

向きや家族構造によって貧困リスクや学歴達成に差が見られること

が実証されている。また阿部(2011)では子ども期の貧困は低学歴・非

正規労働・低所得に影響を与えるものであることが確認されている。

これより、貧困と非正規労働には互いに密接な関係があることが分か

る。固定化とはある世帯の所得が貧困層から長期間変動のないことを

表す。石井・山田(2006)では、ある時点で貧困層に位置する世帯の約

50％は後の時点で確認しても貧困層に位置していることが明らかに

されている。そして、後述しているように、この固定化された貧困状

態から脱却する1つの有力な契機として、初職に就く時点が期待され

る。しかし、実際には正規雇用に就くことを望んでいても、非正規に

就かざるを得なかった人々がいる。次節では、そうした人々に注目す

る。 

 

1.4 不本意非正規雇用者の存在 

 

前述したとおり、総務省統計局の労働力調査によると、2017年4－

6月平均の非正規の職員・従業員の数は男女計で2018万人であり、前

年同期より 44 万人増加しており、非正規雇用者の割合は全雇用者の

約4割を占めるようになっている。また同調査によると、非正規雇用

者が現在の就業形態についた理由として男女ともに最も多かったの

は、自分の都合のよい時間に働きたいからというもので 523 万人と、

全体の27.8%を占めている。このことから非正規雇用という就業形態

の時間的に融通が利くという面をメリットに感じて積極的に非正規

雇用を選択する者が一定数存在するということが明らかである。その

一方で、正規の職員・従業員の仕事がないからと回答した者も285万

人と、全体の15.1%を占めている。そこで、不本意非正規雇用者の詳

細についてより明らかにするために、「就業形態の多様化に関する総

合実態調査(2010)」を参照してこれを就業形態別に見ていく。これに

よると「正規の職員・従業員の仕事がないから」と回答したものの中

で最も多かったのが派遣社員で全体の44.9%であり、次に多いのが契

約社員で全体の34.4%となっている。しかしながら嘱託社員では全体

0
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の 19.0%、パート・アルバイト従事者では全体の 16.0%と低い割合に

なっている。 

最初に述べたように積極的に非正規雇用として働く人がいる一方

で、やはり経済状況や何らかの要因により自らの意思に反して非正規

雇用として働かざるを得なかった人々も存在しているのが事実であ

る。また、「今後も現在の会社で働きたい」および「別の会社で働きた

い」と答えた正社員以外の労働者に対して今後の就業に対する希望に

ついて尋ねた結果、「他の就業形態に変わりたい」と答えた者は全体

の29.1%を占めており、その内訳としては「正社員」と答えた者が25.7%

を占めている。さらに「正社員」と答えた人の割合を就業形態別に見

ても不本意非正規雇用者の割合同様、派遣労働者・契約社員で高く、

嘱託社員・パート・アルバイト従事者で低くなっている。また、正規

雇用者になりたいのかというアンケートでは最も多かった回答が「正

社員の方が雇用が安定しているから」というもので全体の77.0%、次

いで「より多くの収入を得たいから」というもので全体の72.2%をし

める結果となっている。これらの結果を踏まえても、やはり不本意非

正規雇用者に対しては正規雇用への転換の促進や、正規・非正規間の

格差是正に対する政策を早急に打ち出さなければならない。 

 

1.5 初職の重要性 

 

 総務省統計局の「就業構造基本統計調査」によると非正規の職員・

従業員として初職に就いた者の割合は年々増加傾向にある。調査開始

時の昭和62年10月から平成4年9月の調査対象期間における初職が

非正規の職員・従業員の割合は男女計で13.4%であったのに対して、

平成19年10月から平成24年9月の調査対象期間における初職が非

正規の職員・従業員である割合は男女計で 39.8%と、約 25%も増加す

る結果となっている。また、現在の日本の若者の離職率は比較的高い

ものである。厚生労働省の「平成 26 年度新規学卒就業者の在職期間

別離職率の推移」を用いて学歴別に若者の離職率をみると、3年目ま

でに離職した者の割合は中卒者で 67.7%、高卒者で 40.8%、短大卒者

で 41.3%、大卒者で 32.2%となっており、最も少ない大卒者において

も全体の約 3 割に及んでいることから若者の離職率の高さが問題と

なっていることがわかる。 

では、初職が非正規だった者は、その後の雇用形態がどのように変

化しているのか。離職後の転職状況を見ていく。総務省統計局「平成

19年就業構造基本調査」によると、過去5年間のうち転職就業者は前

職が正規雇用で現職も正規雇用である割合は63.4%、現職が非正規雇

用の割合は36.6%、前職が非正規雇用で現職は正規雇用である割合は

26.5%、現職も非正規雇用である割合は73.5%となっており、この結果

から見ても非正規雇用から正規雇用への移行は依然としてかなり難

しいということが読み取れる。原因の1つとして、非正規雇用者は正

規雇用者に比べて 1 つの職場に長期にわたり雇用され続けることが

少なく、その結果として専門知識・専門技術を蓄積させることが困難

であるということが挙げられる。それゆえに、離職しても正規雇用と

して転職できる割合は高くなく、転職後も非正規雇用の仕事に就くリ

スクは高まっている。さらに総務省「平成 19 年就業構造基本調査」

を用いてこれを初職に限定しかつ男女別に見たところ、初職が非正規

雇用で現職が正規雇用である者の割合は、男性 25～34 歳では平均

33.5%であり、女性 25～34 歳では、24.2%であり男女ともに低い割合

のまま止まっており、初職が今後の就業形態を大きく左右することと

なると言える。さらに実際の初職継続者についても見てみると、「平

成 24年就業構造基本調査」によると、平成 19年10月以降初職に就

いた者について，初職に就いた時期，初職の雇用形態別の割合をみる

と，「平成19年10月～20年9月」に初職に就いた者のうち，「初職継

続者」は，初職が「正規の職員・従業員」であった者が70.4%で，一

方，初職が「非正規の職員・従業員」であった者は56.3%となってお

り，「初職継続者」の割合は非正規として初職に就いた者が14.1%低く

なっている。初職で非正規の場合、短期や雇用期間が決められて雇わ

れる場合が多く、当然離職率は高くなる。このことが生活の不安定さ

につながるといえる。また、初職離職率の高さにおける原因の1つと

して、雇用のミスマッチが考えられる。ミスマッチは、求人側、求職

側の双方における情報の不透明さを理由に発生することが多いと推

察される。学生、特に大学生の中には周到な企業研究、インターンシ

ップの参加によって情報収集する者も当然おり、そうでない者と比べ

て、彼らがミスマッチとなる確率は遥かに低いであろう。よって、初

職に就く際の情報収集をするにあたり、より質の高い情報を求職者、

すなわち学生に届くような環境整備が必要とされているのではない

か。 

 したがって、初職は日本社会のあらゆる雇用問題に対処するための

極めて重要な要因であり、求職者となる学生の情報入手環境の整備が

重要であることがわかる。さらに上節で日本の貧困問題にも触れたが、

初職で正規につくことは貧困の連鎖から脱却しうる契機となる。しか

し一方で、上述の通り、非正規から正規への転職が困難であること、

また非正規雇用の初職離職率が高いことを踏まえると、初職で非正規

に就くことはさらなる貧困につながる恐れがある。こうした現状から

も初職で安定した正規雇用で働くことの重要性がわかる。 

 

1.6 問題意識 

 

 近年、非正規雇用者の増加が著しく、さらに初職において不本意に

非正規雇用の仕事に就く人が増加している。現状分析では非正規雇用

で働くことがその人の貧困につながる可能性が高いことを指摘し、収

入向上を目指し転職を考えた場合にも転職は非常に難しいことが明

らかとなっている。また、離職率の高さは、就業選択時のミスマッチ

によるものが大きく、初職で自分の適性に合った仕事選びをすること

が重要である。これらのことから、就業後貧困に陥らず、安定した暮

らしをおくるためには初職において自分の適性に合った仕事を選択

し、正規雇用という就業形態を選択することが望ましいといえる。 

 本稿では、初職における就業形態の違いが後の暮らし、特に収入の

面における生活の安定に本当に影響を与えるのかを明らかにする。さ

らに、初職において正規雇用として働いている人にはどのような特徴

があるのかを明らかにする。初職で正規雇用になりたいと考えている

人が平等にそうなれる機会を提供できる環境を整備するために効果
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的な政策を提言する。 

 

Ⅱ 先行研究及び本稿の位置づけ 

 

2.1 先行研究の考察 

 

本章では、学卒後に初めてついた仕事である初職がその後の人生に

与える影響を明らかにした研究と、若年者の就業行動に関する研究を

取り上げる。 

まず、初職がその後の人生に与える影響について定量分析を行った

酒井・樋口(2005)がある。この研究では、学卒後、1年、2年、5年経

過した段階でのフリーター経験の有無がのちの就業・所得に与える影

響を明らかにしている。就業については、フリーターがフリーターの

状況から脱出するまでの期間についてのサバイバル分析をおこなっ

ている。近年になるにつれフリーターの状況から脱出するまでの期間

が長くなっていることが分かり、一度フリーターになるとそこから抜

け出すことが難しいと考察されている。これは現状分析で述べた非正

規雇用者の転職の難しさと合致するところである。収入については、

過去のフリーター経験の有無によるその後の年収の違いについて最

小二乗法とヘックマン二段階推定をおこなっている。ヘックマン二段

階推定によって、失業者や無業者になった標本を含めないことによっ

て発生するセレクションバイアスを考慮している。フリーター経験ダ

ミーが負に有意な結果となり、フリーターの経験者はその後の所得が

有意に低いことが明らかとなった。最小二乗法による推定において企

業規模や職位をコントロール変数として加えた場合に、フリーター経

験ダミーの有意性が確認できなかった。この結果を、酒井、樋口はフ

リーター経験者がその後就業したとしても満足な仕事に就くことが

できず、正規雇用者と比べ収入面で不利益を被っていると考察してい

る。これは現状分析で述べた、初職において安定した収入を確保でき

る正規雇用で就業することが収入の向上につながり、生活の安定のた

めには初職で正規雇用者として就業することが重要であるという点

と合致する。 

そして、若者の就業行動について定量的に分析した伊藤(2016)があ

る。この研究は、『就業構造基本調査』のミクロデータを用い、就業行

動について、本人の性別、年齢、最終学歴といった社会人口的属性、

世帯収入、親の学歴との関係性を明らかにしている。就業形態につい

ての分析では、正規雇用形態を被説明変数としたロジスティック分析

を行っている。分析結果より、本人の年齢と学歴、世帯の所得が正規

雇用に対して正に有意な結果となった。世帯の所得については、所得

が増えるほど係数の値が大きくなっていた。また、父親、母親の学歴

に関しては正規雇用に負に有意な結果となっており、高学歴ほどその

係数の値も大きくなっている。伊藤は、親が高学歴の場合子どもへの

期待が大きくなり、その期待が子どもにとって圧力となった場合に子

が期待に反して非正規雇用者や無業者になると指摘している。さらに

この研究では、父親の職業と本人就業形態との関係性についての分析

も行われているが、父親の職業と本人の就業形態には明示的な関係性

は確認できていない。 

 

2.2 本稿の位置づけ 

 

本稿では、まず初職における就業形態、特に正規雇用であるか非正

規雇用であるかが後の所得に与える影響について分析を行う。さらに、

初職における就業形態を決定する要因についての分析を行う。これは

不本意で非正規に就業する人に対して平等に正規で就業するために

必要なことを明らかにすることにつながると考える。先行研究では、

現在の就業形態と社会人口的属性や世帯の収入や親の学歴との関係

性に焦点を当てていたものをとりあげた。他にも、就業形態を決定す

る要因を定量的に分析した先行研究は多く存在する。しかし、初職の

就業形態に焦点を当てているものは多くない。本分析では、伊藤

(2016)で用いられた変数に加え、初職の就業選択に影響を与えると考

えられる、親の学歴や離婚、失業などの特徴、さらに就活時の情報入

手方法とその積極性を新たに変数として加える。このような視点で、

初職の就業形態を決定する要因を定量的に分析する点に本稿の新規

性がある。 

 

Ⅲ 就業形態に関する実証分析 

 

3.1 分析の枠組みと仮説 

 

本稿では、2つの分析を行う。 

まず、初職の就業形態とのちの所得との関係性を明らかにする。女

性の場合、結婚などにより本人の所得がない場合も考えられるので、

男女に分けて分析を行う。被説明変数を現在の本人年収、説明変数を

年齢、配偶者の有無などの本人の属性に関する変数など年収に影響を

与える変数について酒井・樋口（2005）を参考にした。さらに、初職

が正規雇用であれば1とする初職正規雇用ダミーを変数に加え、ヘッ

クマン二段階推定法を用いた。実際に賃金関数を推定する場合には就

業している、あるいはしていない、つまり年収が0であるかどうかを

考慮する必要がある。ヘックマン二段階推定法では、こうしたサンプ

ルセレクションバイアス問題に対処することができる。詳しくは推定

モデルで説明する。酒井・樋口(2005)では、卒後にフリーターである

ことが所得に負に有意な結果となっており、本稿の分析においても、

初職正規雇用ダミーが負に有意な結果となると考える。 

次に、初職において正規雇用か非正規雇用のどちらの就業形態を選

択するか、その決定要因を明らかにする。伊藤(2016)同様にロジステ

ィックモデルを用いる。被説明変数を初職正規雇用ダミー、説明変数

を伊藤(2016)で採用されていた変数である本人学歴、父母学歴に加え

て、本人の子ども期の特徴についての変数として、親の学校の成績へ

の関心、中学時の、親のPTAや学校行事などへの参加、親の本人への

理解度、さらに初職の就業行動の決定において、就職活動の際に本人

が情報の入手をどこでどの程度行ったかを示す指標として変数に追

加する。初職における就業行動についての分析であるので伊藤(2016)
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で用いられていた世帯所得や、前職の有無といった変数と、父の職業

においても明示的な結果が得られていないため変数は本分析では取

り入れない。仮説は、先行研究同様に、本人学歴は正に有意、父母学

歴は負に有意であると考える。中学時の成績は、よい方が高校、大学

においての勤勉さにつながりひいては就職にも有利に働くため正に

有意であると考える。中学時の、親の学校の成績への関心や、親のPTA

や学校行事などへの参加、親の本人への理解度についても高いほうが、

子どもへの教育投資や子どもに割く時間の増加につながり、子どもの

教育水準が高まり、就職活動においてのサポートが増えることになり

正に有意になると考える。就職活動の際の情報入手についての変数も、

情報を多く持つほうが就職活動で有利になるため、正に有意な結果と

なるだろう。 

 

3.2 データ 

 

分析を行うにあたり、東京大学社会科学研究所附属社会調査・デー

タアーカイブ研究センターSSJデータアーカイブから「東大社研・若

年パネル調査（JLPS-Y）wave1-7，2007-2013」（東京大学社会科学研究

所パネル調査プロジェクト）の個票データの提供を受けた。(以下、

「若年パネル調査」)「若年パネル調査」の対象者は日本に居住する

20歳から34歳の男女であり、職業、家族、教育、意識などの質問項

目を含み、日本では数少ない大規模パネル調査の一つである。このデ

ータには、本稿の分析で必要な、現在の年収、初職についての職業、

子ども期における本人の特徴や、保護者に関する家庭環境などについ

ての項目が含まれており、本稿における分析に最も適したデータであ

るといえる。 

 

3.3 変数選択 

 

「若年パネル調査」では継続的に質問されている項目と、ある年度

のみ質問されている項目があるので、各変数がどの年度の調査による

ものかその出所を示す。 

本稿の分析では、Wave1:2007年、Wave2:2008年のデータを用いた。 

 

【分析1】 

被説明変数には、Wave1の本人の年収を用いる。使用するデータに、

過去一年間の年収を 0～2250万円以上までの 13段階に分け、どこに

属するか問う項目がある。所属する階級の中央値を本人の年収として、

対数をとったものを被説明変数として用いる。 

説明変数には以下を用いる 

・本人年齢、本人年齢の二乗 

Wave1の本人年齢とその二乗を用いる。 

・婚姻ダミー 

Wave1において結婚しているなら 1、していないなら 0となるダミー

変数を作成した。 

・本人最終学歴ダミー 

Wave1の本人の最終学歴についての項目を用いる。学歴を中卒、高校・

専門学校卒(以下、高・専門卒)、短大・高専卒、大学・大学院卒(以下、

大・大院卒)にわけた。リファレンスグループは中卒。 

・父最終学歴ダミー、母親最終学歴ダミー 

Wave1の父親と母親の最終学歴についての項目を用いた。本人学歴と

同様に学歴をわけた。リファレンスグループは中卒。 

・婚姻ダミー 

Wave1において、結婚していれば 1、していなければ 0となるダミー

変数を作成した。 

・子どもの数 

Wave1において子どもの数に関する項目がある。その人数を変数とし

た 

・初職正規雇用ダミー 

Wave1において学卒後初めて就いた仕事の働き方についての項目があ

る。働き方について、「正社員・正職員」と答えた人を1、「パート・

アルバイト・契約・臨時・嘱託」、「派遣社員」、「請負社員」と答えた

人を 0 とするダミー変数を作成した。「経営者、役員」、「自営業主、

自由業者」、「家族従業者」、「内職」、「その他」と回答した人は分析対

象から除外している。 

・居住地ダミー 

居住地が収入に与える影響を考慮するため、樋口・酒井(2005)と同様

に 16 大都市とその他の市、町村で分け、ダミー変数を作成した。リ

ファレンスグループは町村ダミーである。 

 

【分析2】 

被説明変数には初職正規雇用ダミーを用いる。分析Ⅰにおける初職

正規雇用ダミーと同様である。 

説明変数には以下を用いる。 

 

〈本人の特徴に関する変数〉 

・性別 

男性が1、女性が0となるダミー変数を作成した。 

・本人最終学歴ダミー 

分析Ⅰにおける本人最終学歴ダミーと同様。 

 

〈親の特徴に関する変数〉 

・父親・母親最終学歴ダミー 

分析Ⅰにおける父親・母親最終学歴ダミーと同様。 

・親失業ダミー 

Wave1において本人の過去の経験について、親の失業や事業の失敗の

有無についての項目がある。親の失業や事業の失敗の経験がある場合

に1、ない場合に0となるダミー変数を作成した。 

・親離婚ダミー 

Wave1において本人の過去の経験について、親の離婚の有無について

の項目がある。親の離婚の経験がある場合に1、ない場合に0となる

ダミー変数を作成した。 

 

〈就職活動についての変数〉 
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Wave2において就職活動の際に活用したものに関しての項目がある。

各項目について「よく利用した」を4、「やや利用した」を3、「あまり

利用しなかった」を2、「まったく利用しなかった」を1とした。「ま

ったく利用しなかった」を1にしたのは何らかの形で利用している可

能性を考慮したためである。活用したものについては、「就職活動支

援ウェブサイト(リクナビ等)」、「就職情報誌(就職ジャーナル等)、「学

校の教員からの情報・紹介」、「学校に来ていた求人票の閲覧」、「進路

指導室や就職課にある企業データの閲覧」、「会社説明やセミナーなど」

などがあった。就職活動の際に主にこれらが使われると考える。さら

に、これらについて情報入手経路ごとにグループ分けを行った。1つ

目は「就職活動支援ウェブサイト(リクナビ等)」、「就職情報誌(就職

ジャーナル等)を外部から得られる情報として「ウェブジャーナル」、

2つ目は「学校の教員からの情報・紹介」、「学校に来ていた求人票の

閲覧」、「進路指導室や就職課にある企業データの閲覧」を学校から得

られる情報として「学校」、3つ目は、「会社説明やセミナーなど」を

「セミナー」とした。グループごとに平均をとり、入手経路と入手へ

の積極性を示す変数とする。 

また、学歴ごとの情報入手経路の違いが就業形態へ影響を及ぼす可

能性があることを考慮して、学歴と交差項をとって変数に加えた。高

卒入職者の場合、外部からの情報ではなく、学校が手厚くサポートす

ることが多いため、高卒者については「セミナー」との交差項の変数

を除いている。 

 

〈地域に関する変数〉 

地域ごとの就業や入職についての影響を考慮するため地域ごとにダ

ミー変数を作成した。北海道、東北、関東、北陸、東山・東海、近畿、

中国、四国、九州で地域を分け、関東ダミーをリファレンスグループ

にした。 
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基本統計量 

(表1) 分析1 男性 

変数 平均 標準偏差 最小 最大 

本人年収 2638504 2036190 0 22500000 

年収（対数） 14.66524 0.762201 12.42922 16.92903 

初職正規雇用ダミー 0.776291 0.416829 0 1 

年齢 29.53776 3.897296 21 35 

年齢2乗 887.6611 225.378 441 1225 

大・大院卒 0.396272 0.489239 0 1 

短大・高専卒 0.451721 0.497783 0 1 

高・専門卒 0.141491 0.348611 0 1 

中卒 0.010516 0.102033 0 1 

婚姻ダミー 0.40631 0.491261 0 1 

子どもの数 0.525335 0.86365 0 5 

16大都市 0.345124 0.475523 0 1 

その他の市 0.568834 0.495358 0 1 

町村 0.086042 0.280493 0 1 

 

 

 

(表2) 分析1 女性 

 平均 標準偏差 最小 最大 

本人年収 1830535 1544794 0 15000000 

年収（対数） 14.37415 0.778702 12.42922 16.52356 

初職正規雇用ダミー 0.748639 0.433993 0 1 

年齢 29.30399 3.914523 21 35 

年齢2乗 874.0336 225.5117 441 1225 

大・大院卒 0.320327 0.466814 0 1 

短大・高専卒 0.439202 0.496515 0 1 

高・専門卒 0.235935 0.424774 0 1 

中卒 0.004537 0.067236 0 1 

婚姻ダミー 0.42559 0.494657 0 1 

子どもの数 0.567151 0.884076 0 5 

16大都市 0.291289 0.454563 0 1 

その他の市 0.608893 0.48822 0 1 

町村 0.099819 0.299894 0 1 
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(表3) 分析2 

変数 平均 標準偏差 最小 最大 

初職正規ダミー 0.788123 0.408788 0 1 

男性ダミー 0.416422 0.493146 0 1 

（本人）大・大院卒 0.398827 0.489837 0 1 

短大・高専卒 0.428886 0.495098 0 1 

高・専門卒 0.165689 0.371938 0 1 

中卒 0.006598 0.080991 0 1 

（父親）大・大院卒 0.306452 0.461189 0 1 

短大・高専卒 0.503666 0.500170 0 1 

高・専門卒 0.021994 0.146718 0 1 

中卒 0.167889 0.373904 0 1 

（母親）大・大院卒 0.087243 0.282295 0 1 

短大・高専卒 0.640029 0.480168 0 1 

高・専門卒 0.128299 0.334545 0 1 

中卒 0.144428 0.351652 0 1 

両親失業ダミー 0.155425 0.362442 0 1 

両親離婚ダミー 0.051320 0.220730 0 1 

北海道 0.041789 0.200180 0 1 

東北 0.046921 0.211547 0 1 

関東 0.343842 0.475163 0 1 

北陸 0.159091 0.365895 0 1 

東山・東海 0.086510 0.281219 0 1 

近畿 0.026393 0.160360 0 1 

中国 0.081378 0.273516 0 1 

四国 0.146628 0.353864 0 1 

九州 0.067449 0.250889 0 1 

大・大院卒×ウェブジャーナル 0.829179 1.173565 0 4 

大・大院卒×学校 0.911779 1.254501 0 4 

大・大院卒×セミナー 1.031525 1.465586 0 4 

短大・高専卒×ウェブジャーナル 0.259531 0.669603 0 4 

短大・高専卒×学校 0.402493 0.972780 0 4 

短大・高専卒×セミナー 0.350440 0.895284 0 4 

高・専門卒×学校 0.878544 1.151941 0 4 

高・専門卒×セミナー 0.631232 0.911132 0 4 

 

3.4 推定モデル 

 

本稿では、分析1でヘックマン二段階推定法を用い、初職と所得の

関係性、分析2ではロジスティックモデルで初職における就業形態の

決定要因を明らかにする。今回の分析で用いた変数については、追跡

調査であるので回答しない個人のデータで欠損しているものがある。

今回の分析で必要な変数についてのデータで欠損がある場合は、その

個人は分析対象から除外している。また、父母の学歴について「分か 

らない」や、本人の中学時代の家庭環境について「覚えていない」と

いった回答がみられた個人についても除外している。 

 

 

 

分析1では男女に分けて、現在の所得についてヘックマン二段階推

定法を用いる。第一段階で労働供給の有無をプロビット推定し、逆ミ

ルズ比を求める。第二段階で賃金に説明変数と逆ミルズ比を回帰する。

第一段階と第二段階で同じ説明変数の組み合わせを用いると多重共

線性の問題が起こりやすいため、第二段階では、第一段階の説明変数

のうちいくつかを除いている。変数選択については以下で説明する。  
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【推定式】 

Ln𝑊𝑖 = 𝛼 + ∑ 𝑋𝑘𝑖
6
𝑘=1 𝛽𝑘 + σλ(∑ 𝑋𝑘𝑖

10
𝑘=1 𝛽𝑘) + 𝑣𝑖  

 

:初職正規ダミー、 :本人年齢、 :本人年齢の二乗、 :大

学・大学院卒ダミー、 :短大・高専卒ダミー、 :高卒・専門卒ダ

ミー、 :婚姻ダミー、 :子どもの数、 :16大都市ダミー、 :

市ダミー 

は定数項、 は各変数の係数、 は共分散、 は逆ミルズ比、 を示

す。 

 

分析 2 では初職で正規雇用である要因についてロジスティックモ

デルを用いる。変数選択については以下で説明する。 

【推定式】 

Log{(p/1-p)}=α + ∑ 𝑋𝑙𝑖
28
𝑙=1 𝛽𝑙 + 𝑢𝑖 

 

:男性ダミー、 :本人大・大院卒ダミー、 :本人短大・高専

卒ダミー、 :本人高校・専門卒ダミー、 :父親大・大院卒ダミ

ー、 :父親短大・高専卒ダミー、 :父親高校・専門卒ダミー、

:母親大・大院卒ダミー、 :母親短大・高専卒ダミー、 :母

親高校・専門卒ダミー、 :母親高校・専門卒ダミー、 :両親卒

業ダミー、 :両親離婚ダミー、 :大・大院卒とウェブジャーナ

ルの交差項、 大・大院卒と学校の交差項、 :大・大院卒とセ

ミナーの交差項、 :短大・高専卒とウェブジャーナルの交差項、

:短大・高専卒と学校の交差項、 :短大・高専卒とセミナーの

交差項、 :高校・専門卒と学校の交差項、 :高校・専門卒とセ

ミナーの交差項、 :北海道ダミー、 :東北ダミー、 :北陸

ダミー、 :東山・東海ダミー、 :近畿ダミー、 :中国ダミ

ー、 :四国ダミー、 :九州ダミー、  

  

は定数項、 は各変数の係数、 は誤差項を示す。 

 

3.5 分析結果、考察 

 

 分析1、2の結果は末尾に示す。（表4．5.6） 

また分析にはstata13を用いた。 

分析1では、年収に対して男性、女性ともに年齢が正に有意、年齢

の二乗が負に有意な結果となった。また、男性についての分析では、

大学、大学院卒である場合、収入に対して正に有意、女性については、

高学歴になるほど係数が高くなり、高学歴の方が収入に対して与える

影響が大きいことが分かった。これは樋口・酒井(2005)との結果とも

一致している。さらに、初職で正規の仕事に就くことが後の所得に正

の影響を与えることが示された。現状分析で述べた通り、正規雇用と

非正規雇用の間には賃金や処遇面での格差があり、収入において不安

定になる。非正規と比べて賃金が高い正規への転換を図った場合にも、

転職の難しさから正規への転換が難しく、収入の面で不安定な非正規

であり続ける可能性が高いことが背景にあると考える。この結果から

も収入面で安定した生活を送るためには初職で正規として就業する

ことが重要であるといえる。 

 分析 2 は初職で正規として働いている人の特徴を明らかにするこ

とを目的とした。仮説とは異なり、本人学歴は正、父母学歴は負に有

意な結果とならなかったが、本人高校・専門卒ダミーが負に有意な結

果となっている。大学、短大などに進学せず、就業を選択した場合、

非正規になる確率が高いことが示された。労働市場において、安定し

た正規で働くためには学歴が重要であると考えられる。伊藤(2016)で

も現在の就業形態について、本人学歴が正に有意な結果となっており、

高学歴ほど係数が高くなっていることから、正規で就業している人に

は、高学歴であるという特徴があることが示された。この分析では、

大卒や大学院卒といった高学歴である場合、初職において正規の就業

につながるという特徴は明らかにならなかった。本人学歴が負に有意

な結果となっているのは、非正規雇用者の増加が関係しているのでは

ないかと考える。非正規雇用者の増加により、学歴に関係なく非正規

で就業せざるをえない人が一定数いるのではないか。また大学進学率

の高まりなど、大学などの高等教育を受ける人が多くなっていること

もこの結果の背景にあると推察する。次に就職活動における情報入手

経路とその積極性についての変数についてみていく。大・大院卒者の

セミナー、短大・高専卒者の学校、高校・専門卒の学校が正に有意な

結果となった。大卒、大学院卒者については多くの学生が就職サイト

を使っているため、その積極性の違いが就業形態に与える影響が小さ

いのではないかと考える。また、セミナーの利用についての変数につ

いては、企業説明会やセミナーに参加することで企業などの情報を十

分に得ることができること、企業説明会やセミナーに積極的に参加す

る人が就職活動に対する意識が高いことで正規で就職することにつ

ながると考える。セミナー参加者、短大・高専卒については大学と比

べ専門的な知識を身につけることができ、専門性のある仕事に就くこ

とから、多数の企業についての情報があるウェブジャーナルではなく、

学校から情報を入手できるようなサポートを受けることが正規で就

職することにつながると考える。高校・専門卒者については、学校が

進路について大きく関与していることから、学校を通した情報の入手

が重要になると考える。 

 

Ⅳ 政策提言 

 

分析1では、初職で正規に就くことが後の収入に対して正に影響す

ることが明らかとなった。しかし、就業形態の違いによって賃金や処

遇に格差のある現状は望ましくなく、政府が掲げる同一労働同一賃金

のように、就業形態にかかわらず労働を適正に評価して賃金・処遇を

決定する仕組みを整備する必要がある。これにより、就業形態によっ

て生活の安定に格差が生まれない社会を実現できる。また分析2では、

大学、大学院卒者の企業説明会やセミナーの利用、短大生、高専卒生

と高校生の学校での情報入手が初職における正規での就職につなが

ることが明らかとなった。企業説明会やセミナーの開催については企

業の裁量が大きく、人材確保の面から企業側にも情報提供を行うイン

センティブが備わっており、学生に対して十分に情報が提供されると
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考え、本稿では提言を行わない。また、短大生、高専卒生と比べて高

校生は、情報入手の機会が少ないとされていることから、本稿では高

校生に焦点を当て、情報提供体制を整備する提言を行う。これにより、

正規で働きたいと考えている高校生に対して、正規として働ける機会

を増やすことができると考える。 

 

4.1 政策提言①職務等級制度、役割等級制度の導入促進 

 

分析 1 では初職の就業形態が後の所得に影響を与えることが示さ

れた。現状分析で述べたように、非正規労働者は増加しており、正規

と非正規では賃金、処遇面での格差があるため、非正規雇用者の貧困

につながることが考えられる。また、非正規で就業した場合に正規に

転換することは難しいとされる。そこで、非正規で就業した場合にも、

賃金・処遇の面での格差がない状況を作り出す必要がある。政府も同

一労働同一賃金を掲げ、就業形態の違いではなく、労働を基準に賃金

や処遇が決定されることを目指している。本提言では、同一労働同一

賃金を確実に実行し、就業形態による格差の是正を行い、非正規雇用

者の労働が適切に評価されるために必要と考えられる以下の 2 つ政

策を提言する。 

 

提言(1) 政府による「職務等級制度」「役割等級制度」についてのガ

イドラインの策定 

提言(2) 企業の「職務等級制度」「役割等級制度」導入を努力義務化 

 

4.1.1 概要 

「職務等級制度」、「役割等級制度」について説明する。日本企業の

人事制度においては、先に挙げた2つに加え「職能資格制度（職能等

級制度）」が採用されており、多くの企業がこの「職能資格制度」を採

用している。（図 3参照）以下ではこの 3つの人事制度の概要を述べ

る。 

 

(図3) 一般職（上）と管理職（下）の各等級制度の適用割合 

 

(産労研究所「2016年 評価制度の運用に関する調査」より筆者作成) 

 

（ア）「職能資格制度」 

「職能資格制度」とは各従業員がもつ能力によって等級を定め、賃

金を決定する制度である。能力は特定の職務に関するものではなく、

職務を超えて等級が設定されている。勤続を重ねると能力も向上する

という考え方に基づいている。図3が示すように、日本の企業の一般

職層では 68.4％、管理職層では 55.4％が「職能資格制度」を利用し

ており、日本において主流であり、企業の成長を支えてきた。 

・メリット 

人事異動や、ジョブローテーションなどを通じたゼネラリスト育成

に適しており、組織の柔軟性が保てる。新入社員や中高齢層は見合っ

た成果が出せなくても一定の賃金が担保されていることから、社員の

安心感につながる。 

・デメリット 

職務と関係なく等級が決定されるため、職能資格と実際の職務とず

れが生じやすい。また年功序列的な運用になりやすく、新入社員や中

高齢層に対しては賃金の過払いが生じることにつながるため人件費

が高くなりやすいことが問題である。 

 

（イ）「職務等級制度」 

 年齢、勤続年数といった属人的な要素を考慮せず、職務の内容や難

易度によって賃金を決定する制度である。この制度はアメリカを中心

に発達した制度であり、同一労働・同一賃金を原則とするものである。

磯崎（2014）では、日本においては1990年代から2000年初頭にかけ

て「職務等級制度」への転換を検討、実行した企業が少なくなかった

が、十分に検討されずに断行された結果、制度の転換がうまくいかな

かったのではないかと指摘している。図3においても一般職、管理職

層ともに「職務等級制度」を採用している企業は10%程度と導入が進

んでいないことが分かる。 

・メリット 

職務と賃金が合理的に対応するため、人件費を抑制することができ

る。また、職務内容等が明確化されるので求められる人材が分かりや
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すく、スペシャリスト育成を行いやすい。さらに職務価値による賃金

決定のため社員を評価しやすいことが挙げられる。 

・デメリット 

職務内容について詳細な職務記述書と呼ばれる書類を作成する必

要があるが、この作成が煩雑であり、職務と賃金の対応を決定するに

は一定のノウハウが必要。また、ジョブローテーションが難しく、組

織や職務が固定化しやすいこと、さらに日本の企業では助け合いの精

神が根付いており、個々の職務を明確に区別することが難しい。 

 

（ウ）「役割等級制度」 

「役割等級制度」とは、役職と職務を掛け合わせたものを役割と考

え、その役割に応じて等級を設定し賃金を決定する制度である。この

制度はアメリカで先進的に導入された。その背景には、「職務等級制

度」による職務の固定化や競争力の低下を解決するために、各個人の

役割を明確化して等級を設定する制度が必要となったことがある。  

・メリット 

個人の役割が明確になり、努力を引き出しやすく、「職務等級制度」

で必要とされる全職務の職務記述書の作成が不要である。また、組織

や職務の変化にも対応しやすく、役割評価が比較的容易である。さら

に人件費も「職務等級制度」よりは高くなる傾向にあるものの抑える

ことができる。 

・デメリット 

 「役割等級制度」は「職能資格制度」と「職務等級制度」のメリッ

トを最大限に生かし、デメリットを補完する制度である。しかし、各

企業がこの制度を様々な形で導入しており、制度が確立されていない。

本来の「役割等級制度」と異なった形での導入がみられる企業がある

との指摘もある。 

 

4.1.2 提言内容 

 一つ目の提言として、政府が「職務等級制度」、「役割等級制度」に

ついてガイドラインとして各制度についてまとめ、企業の各制度の導

入を促進する。先に各制度のメリット・デメリットを挙げた。日本企

業の多くは「職能資格制度」を導入しており、これはその人の「能力」

によって賃金を決定するのだが、各個人の「能力」を図ることが難し

い。また、勤続年数や役職によって賃金が決定されるため、同一労働

同一賃金を行うことが難しいという問題がある。これは非正規雇用の

低賃金につながり、同一労働がなされていても各個人の業績を適切に

評価できない。そこで、勤続年数などの個人の属性によらず、仕事内

容である「職務」や「役割」により賃金を決定する制度である「職務

等級制度」と「役割等級制度」の導入促進を目指す。 

導入促進のためにまず障壁と考えられるのが、「職務等級制度」に

おける職務記述書の作成の煩雑さと難しさである。「職務」と賃金を

適切に対応させるためにはノウハウが必要とされている。「職務」は

各産業・分野によって多種多様であり、制度適用が成功した企業がど

のように「職務」を分割しているか明らかになっているものは少ない。

そのため、企業も導入に積極的になれていない。そこで、政府がガイ

ドラインに、各産業・分野ごとどのように「職務」わけを行い、どの

ように賃金を対応させるかを事例として紹介する。これにより、職務

記述書の作成への負担の軽減につながる。また、政府がガイドライン

により「職務」わけの方向性を打ち出すことで、「職務」の区別の明確

化が進むと考えられる。また、「職務」分けとともに、「役割等級制度」

における「役割」の分割方法についても明記する。これにより「職務」

「役割」の分割の煩雑さや、ノウハウの必要性の問題が軽減されると

考える。また、分割方法の紹介の際に、これらの制度を適用し成功し

た企業の成功事例を好事例集としてまとめることで、制度未転換企業

に対してさらなる理解向上、導入促進を図る。 

 二つ目に、ガイドラインの策定に加え、「職務等級制度」と「役割等

級制度」の導入を努力義務化することを提言する。努力義務化と位置

付けることで企業の人事制度の転換を促す。現在、「職能資格制度」を

採用している企業が一般職で約 6割、管理職で約 5割の状況であり、

「職務等級制度」と「役割等級制度」への制度転換が進んでいない。

しかし、「職能資格制度」では同一労働同一賃金を達成することは難

しいため、この状況は望ましくなく、ガイドラインの策定のみでは、

この制度転換が図られることは難しいと考える。しかし、産業分野や

企業形態の違いによりこの制度転換が望ましくない場合も考えられ

る。そのため、努力義務と位置付けることで、制度が適さない企業を

除く全ての企業が人事制度を転換することを目指す。 

 

4.1.3 実現可能性 

 政府は非正規雇用者への待遇改善に向け、同一労働同一賃金の実現

を目標としている。本提言の「職務等級制度」や「役割等級制度」は

同一労働同一賃金の考え方に基づいており、政府の目標と整合性をも

つ。さらに、2016年に「同一労働同一賃金ガイドライン案」が作成さ

れ、2018年度から中小企業を除く企業に対して実行されることになっ

ている。このガイドラインでは基本給や手当、福利厚生など対象とな

る処遇に関して具体的に示されているものの、同一労働の基準につい

ては「職業経験・能力」、「勤続年数」、「業績・成果」と示されている

が、不明確なままであり、政策の実効性が不透明である。本提言のガ

イドラインを作成することで同一労働の基準が明確になり、企業がこ

れらの制度を導入することで確実に同一労働同一賃金が実現され、政

策の実効性の確保につながると考える。 

 

4.2 政策提言② 高校生からの早期キャリア支援 

 

分析2で、高校生の学校での就職活動における情報入手が正規雇用

につながることが明らかとなった。また、高校生は情報を入手する機

会が不足しているといわれている。その原因として、学校の介入があ

る。高校生は未成年ということもあり、学校を介しての就職活動が主

流となっている。これは高校生の安全を守る反面、就職活動の幅の縮

小につながっており、高卒者の就職活動に負の影響を与えている。近

い将来、社会で働く高校生に関しては、主体的に就職活動を行う機会

を与えることの必要性は自明であり、その手段として、私たちは以下

の2つを提言する。 
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提言(1) 高等学校教育課程におけるインターンシップの義務化 

提言(2) 高校生向けインターンシップサイトの設立 

 

4.2.1 インターンシップの効果 

インターンシップは就職活動における情報入手の場として重要な

役割を果たしており、主として「経験値の上昇」と「雇用のミスマッ

チの防止」の2つの効果がある。「 

経験値の上昇」とは、経験を培うことで仕事に対する自分の強みを

発見でき、実際の就職の際に、面接などで企業側に具体的な自己アピ

ールができるようになることを指す。また、インターンシップを通し

て社会人としてのマナーを学ぶことができる。 

現状分析において、雇用のミスマッチが離職率の高さに繋がること

を指摘したが、高卒者の場合もその離職率は高いことが問題となって

いる。実際、2013年の厚生労働省の調査(図4参照)を見ると、高卒者

の在職期間別離職率は微増減があるものの、1989年以降高止まりして

いる。自分の興味にあった企業を発見・選択し、入社後のミスマッチ

を防止することはインターンシップの重要な役割である。 

 

(図4) 新規学卒就職者の在職期間別離職率の推移 

 

（厚生労働省「労働市場分析レポート第23号」(2013)より筆者作成) 

 

4.2.2 高校生インターンシップの課題 

現行の高校生インターンシップ制度において挙げられる課題とし

て、「参加率の低迷」と「インターン先の選択肢の制限」の２つが存在

する。 

まず「参加率の低迷」について、文部科学省「職場体験・インター

ンシップ実施状況等調査結果」(2015)(図5参照)によると、公立高等

学校（全日制・定時制）における教育課程等への位置付けとしては、

「教育課程には位置づけずに実施」が49.3%と最も多く、次いで「現

場実習など教科・科目の中で実施」が14.4%、「学校外における学修」

が10.7%となっており、高等学校における高校生のインターンシップ

は教育課程として重要視されていないことが分かる。インターンシッ

プが教育課程として位置づけられていないと、高校生は学校を欠席し

てインターンシップに参加しなければならず、リスクが大きい。この

リスクが参加率の低迷に繋がっていると考えられる。実際、公立高等

学校（全日制・定時制）におけるインターンシップの実施率は81.8％

と比較的高い数値をとっているものの、各高等学校につきインターン

シップに行くことができる人数が決まっている。そのため「在学中に

１回でもインターンシップを体験した生徒の割合」は、32.2%にとど

まっておりインターンシップの参加率は依然として低い。(図6参照) 

 

(図5) 教育課程などへの位置づけ 

 

 

(図6) 在学中に1回でもインターンシップを体験した生徒の割合 

 

(文部科学省「職場体験・インターンシップ実施状況等調査結果」

(2015)より筆者作成) 

 

次に、「インターン先の選択肢の制限」について説明する。現行制度

における、高等学校インターンシップの流れは以下のとおりである。 

①学校から企業宛にインターンシップの受け入れを依頼 

②企業から学校に受入れ是非の連絡 

③担当教師による受入れ企業の訪問 

④受け入れ事業所において事前打合せの実施 

⑤学校は受入れ生徒に対し、事前指導の実施 

⑥インターンシップ開始 

この流れからわかるように、高等学校のインターンシップは、学校が
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介入する点で大学のインターンシップと大きく異なっている。学校が

介入する利点としては、高校生の安全確保・企業側のニーズに合わせ

た人材確保等が挙げられているが、その一方で、自分の希望する企業

のインターンシップに参加できない、また、参加できる企業数が限ら

れてしまうといった問題が生じ、高校生の就職活動における自主性が

大きく損なわれた制度となっている。 

 

4.2.3 提言内容 

上記の課題を克服すべく、高等学校インターンシップの活用促進に

向けて『高等学校教育課程におけるインターンシップの義務化』と『高

校生向けインターンサイトの設立』を提言する。 

一つ目の課題として挙げられた、「インターンシップ参加率の低迷・

不十分な参加日数」を改善すべく、インターンシップによって欠席す

る学生を公欠として扱うことによる『高等学校教育課程におけるイン

ターンシップの義務化』を提言する。具体的な公欠日数については、

進学率の高い高校と就職率が高い高校では、学生また学校側のインタ

ーンシップに置く重きが違うことは容易に予想されるため、公欠日数

の上限は各高等学校の裁量に任せることとする。ただし、大学進学者

に関しても自分の進路を見極める上でインターンシップが重要な役

割を果たすことは自明であり、１回以上の参加は義務付けることとす

る。これによりインターンシップに参加するハードルが下がり、また、

遠隔地へのインターンシップにも参加しやすくなる。 

二つ目の課題として挙げられた、「インターン先の選択肢の制限」

を解決すべく、『高校生向けインターンシップサイトの設立』を提言

する。大学生がインターンシップを応募する手段として利用するのが、

マイナビ・リクナビなどの就職情報サイトであり、一般財団法人雇用

開発センター『2016年卒大学生就職活動調査』(2017)(図7参照)によ

ると、インターンシップ情報の入手先として、インターンシップ情報

サイトの利用は47.8%にも上る。そこで、同様に高校生向けに特化し

たインターンシップサイトを設立することで、高校生も自ら情報を収

集し、インターンシップに応募することができるような環境を作る。 

 

(図7) インターンシップ情報の入手先 

 

 (一般財団法人雇用開発センター(2017)「2016年卒大学生就職活動調

査」より筆者作成) 

 

4.2.4 実現可能性 

まず、高等学校教育課程におけるインターンシップの義務化におけ

る実現可能性を説明する。上記より、公立高等学校（全日制・定時制）

における教育課程等への位置付けは『教育課程には位置づけずに実施』

が49.3%と最も多く、このデータから高等学校における高校生のイン

ターンシップは教育課程として重要視されていないことが分かる。し

かし、逆に考えれば、半数以上の高等学校ではインターンシップを教

育課程として位置付けており、その実現可能性は高いと思われる。 

次に、高校生向けインターンシップサイトの設立における実現可能性

として、大学生向けのインターンシップサイトの存在が挙げられる。

マイナビ、リクナビなどには企業に関する情報に加え、多くの企業の

インターンシップ情報が掲載されている。2015年の厚生労働省『大卒

者等のインターネットを通じた就職活動に関する調査』によると大卒

者の約8割がマイナビ、リクナビ等の就職支援サイトに登録を行って

おり、高校生向けのサイトが設立された場合にも多くの学生が利用す

ることが想定される。 

双方の政策を実施するにあたり、懸念点となるのは企業数の確保で

ある。この懸念点を解消するために、中小企業に着目する。野村総合

研究所「教育機関と企業の交流などに関するアンケート調査」(2008

年 12 月)(図 8 参照)によると、インターンシップにおける困難とし

て、「中小企業の受け入れ先の手配が厳しい」と答える学校は60.0％

と非常に多い。また、中小企業がインターンシップの受け入れを実施

しない理由としては、「学生を受け入れる時間的余裕がない」「学生を

受け入れる人的余裕がない」の 2 つが大部分を占めている。しかし、

日本の企業の約98%は中小企業であり、中小企業の活用がインターン

シップ受け入れ企業数の大規模拡大につながると言える。(図9参照) 

 

(図8) 中小企業のインターンシップにおける困難 

 

(野村総合研究所(2008)「教育機関と企業の交流などに関するアンケ

ート調査」より筆者作成) 
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(図9) 中小企業がインターンシップを実施しない理由 

(野村総合研究所(2008)「教育機関と企業の交流などに関するアンケ

ート調査」より筆者作成) 

 

中小企業にもインターンシップ受け入れに協力してもらうため、イ

ンターンシップのレベルを『職業体験』と『職業見学』の2つに分け

る。『職業体験』の期間は1週間程度とするが、『職業見学』の期間は

1日から2日程度の実施とする。また、インターンシップに協力した

中小企業に対しては、高校での自社の宣伝時間を付与するといったイ

ンセンティブを与える。このように、中小企業の負担軽減や、実際に

高校生が就職する際に中小企業に恩恵が返ってくるようにすること

で、中小企業のインターンシップへの協力が見込まれる。 

 

Ⅴ 終わりに 

 

本稿では非正規雇用者の増加、特に正規として働きたいと考えてい

ても非正規での就業を強いられる不本意非正規雇用者の存在を問題

とし、現在の雇用制度では非正規雇用者の賃金や処遇面での格差が貧

困につながることを指摘した。また離職率の高さや転職の難しさから

初職の重要性を述べた。次に、初職の就業形態が収入に与える影響と、

学歴別の情報入手経路が初職時の就業形態に与える影響について実

証分析を行った。分析結果によって、初職の就業形態が収入に影響を

与えること、高校での情報提供が初職時における正規につながること

が確認された。以上より、「職務等級制度」「役割等級制度」の導入促

進によって同一労働同一賃金を確実なものとし、各労働者が労働を適

切に評価される社会の実現を目指す。また高校生の早期キャリア支援

によって、高校生に対する情報提供体制の整備をおこなう。 

しかし、本稿には課題も残されている。まず、現在政府によって作

成されている「同一労働同一賃金のガイドライン案」の施行が2018年

であるため、まだ実施されていない点である。そのため、現状の「同

一労働同一賃金のガイドライン案」に実際どの程度問題があるかを計

ることが難しく、同一労働同一賃金が実現した際の効果を検証するこ

とが必要になるだろう。また、データ上の制約により不本意非正規雇

用者に絞った分析が出来なかった。そのため、今後、今よりも詳細な

不本意非正規雇用者に関しての調査、データの集積が行われれば、よ

り精密な分析を行うことが出来るだろう。 

最後に、就業の入り口面での環境整備、就業後の環境整備が行われ、

多くの人がより安定した生活を送れることの一助となるように期待

して、本稿を締めくくる。 
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h25_06.pdf) 
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分析結果 

(表 4) 分析 1 男性 

(年収::第二段階) 係数 標準誤差 Z 値 prob>|z| 有意性 

初職正規雇用ダミー 0.3658319 0.0402767 9.08 0.000 *** 

年齢 0.1827914 0.0657256 2.78 0.005 *** 

年齢二乗 -0.0025033 0.0011354 -2.20 0.027 ** 

大・大院卒 0.3139554 0.1693875 1.85 0.064 * 

短大・高専卒 -0.0275754 0.1728309 -0.16 0.873  

高・専門卒 0.0114287 0.1686263 0.07 0.946  

定数項 11.1028100 0.9463248 11.73 0.000 *** 

（セレクション:第一段階） 
 

初職正規雇用ダミー 0.3299843 0.1003793 3.29 0.001 *** 

年齢 -0.1586814 0.1817233 -0.87 0.383  

年齢 2乗 0.0026519 0.0030834 0.86 0.390  

大・大院卒 0.2170193 0.3532610 0.61 0.539  

短大・高専卒 -0.2928841 0.3572826 -0.82 0.412  

高・専門卒 -0.0161088 0.3481974 -0.05 0.963  

婚姻ダミー -0.8468823 0.1187533 -7.13 0.000 *** 

子どもの数 -0.2378037 0.0540108 -4.40 0.000 *** 

16 大都市 -0.1023409 0.1607610 -0.64 0.524  

その他の市 -0.0599153 0.1515565 -0.40 0.693  

定数項 4.0832600 2.6413270 1.55 0.122  

逆ミルズ比 -0.1494055 0.1155201 -1.29 0.196  

Number of obs 217 
   

 

Censored of obs 217 
   

 

Uncensored of obs 1875 
 

Prob>chi2=0.000 

(***、**、*はそれぞれ 1％、5％、10％で有意であることを示す。以下同じ。)  
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(表 5) 分析 1 女性 

(年収::第二段階) 係数 標準誤差 Z 値 prob>|z| 有意性 

初職正規雇用ダミー 0.2450189 0.0666011 3.68 0.000 *** 

年齢 0.2847950 0.1134916 2.51 0.012 ** 

年齢 2乗 -0.0045028 0.0019758 -2.28 0.023 ** 

大・大院卒 1.6210460 0.7334320 2.21 0.027 ** 

短大・高専卒 1.5235470 0.7338563 2.08 0.038 ** 

高・専門卒 1.3473320 0.7323915 1.84 0.066 * 

定数項 8.5076160 1.7819490 4.77 0.000 *** 

（セレクション:第一段階） 
    

 

初職正規雇用ダミー 0.2310680 0.1333130 1.73 0.083 * 

年齢 0.1155754 0.2325984 0.50 0.619  

年齢 2乗 -0.0020147 0.0039458 -0.51 0.610  

大・大院卒 1.7008520 0.8342915 2.04 0.041 ** 

短大・高専卒 1.5105870 0.8351796 1.81 0.070 * 

高・専門卒 1.5544740 0.8309231 1.87 0.061 * 

婚姻ダミー -1.3824880 0.1615530 -8.56 0.000 *** 

子どもの数 -0.3360255 0.0665481 -5.05 0.000 *** 

16 大都市 -0.1399117 0.2026798 -0.69 0.490  

その他の市 -0.1584547 0.1839294 -0.86 0.389  

定数項 -1.1362280 3.4632060 -0.33 0.743  

逆ミルズ比 -0.8967550 0.1095388 -8.19 0.000 *** 

Number of obs 1102 
   

 

Censored of obs 195 
   

 

Uncensored of obs 907 
 

Prob>chi2=0.000 
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(表 6) 分析 2 
 

係数 標準誤差 オッズ比 Z 値 prob>|z| 有意性 

男性ダミー 0.5739423 0.1539075 1.7752520 3.73 0.000 *** 

（本人）大・大院卒 -1.4355680 0.8968443 0.2379802 -1.60 0.109 
 

短大・高専卒 -0.6988463 0.9757159 0.4971585 -0.72 0.474 
 

高・専門卒 -1.5357190 0.8815286 0.2153009 -1.74 0.081 * 

（父親）大・大院卒 -0.3742926 0.2589845 0.6877756 -1.45 0.148 
 

短大・高専卒 0.2072695 0.5557229 1.2303140 0.37 0.709 
 

高・専門卒 -0.2151403 0.2274185 0.8064283 -0.95 0.344 
 

（母親）大・大院卒 0.1094339 0.3416221 1.1156460 0.32 0.749 
 

短大・高専卒 0.0059502 0.3047039 1.0059680 0.02 0.984 
 

高・専門卒 0.0970005 0.2309565 1.1018610 0.42 0.674 
 

両親失業ダミー -0.4234571 0.1877054 0.6547793 -2.26 0.024 ** 

両親離婚ダミー -0.3530314 0.2904263 0.7025551 -1.22 0.224 
 

大・大院卒×ウェブジャーナル -0.0650300 0.1577438 0.9370394 -0.41 0.680 
 

大・大院卒×学校 0.0990727 0.1902203 1.1041470 0.52 0.602 
 

大・大院卒×セミナー 0.5267982 0.1592133 1.6935010 3.31 0.001 *** 

短大・高専卒×ウェブジャーナル -0.7079508 0.2421250 0.4926527 -2.92 0.003 *** 

短大・高専卒×学校 0.8176601 0.3063708 2.2651930 2.67 0.008 *** 

短大・高専卒×セミナー 0.0929608 0.2700764 1.0974190 0.34 0.731 
 

高・専門卒×学校 1.1926010 0.1925198 3.2956420 6.19 0.000 *** 

高・専門卒×セミナー -0.5101558 0.1951034 0.6004020 -2.61 0.009 *** 

北海道 -0.2920142 0.3451157 0.7467579 -0.85 0.397 
 

東北 0.0995838 0.3542195 1.1047110 0.28 0.779 
 

北陸 -0.2983573 0.2087970 0.7420362 -1.43 0.153 
 

東山・東海 -0.3362588 0.2580617 0.7144382 -1.30 0.193 
 

近畿 -0.4014493 0.4308962 0.6693492 -0.93 0.352 
 

中国 -0.4243078 0.2661141 0.6542225 -1.59 0.111 
 

四国 0.3668170 0.2435064 1.4431340 1.51 0.132 
 

九州 0.1694577 0.3152820 1.1846620 0.54 0.591 
 

定数項 1.4207980 0.8549976 4.1404230 1.66 0.097 * 

 疑似決定係数=0.0962    

 

 

 

 

 

 

 

 



20 

 

  



21 

 

 

第 2 章 日本の英語教育改革に関する実証分析 

 

笹川真理子 前川賢太 

川島彩 白木亮太郎 

 手嶋瑞季 

 

要旨 

英語は世界で最も使われている言語であり、英語を使えることは生活やビジネスにおいて利益を生む。英語能力と経済成長の

関係を明らかにした Lee(2012)や、年収と英語習熟度の関係をアンケート調査や実証分析により示した株式会社キャリアインデ

ックスや松繁(2001)から、英語能力を向上させることは国や個人にメリットをもたらすと考えられる。政府は 2020 年までに実

行に移す新体制で英語教育の開始年齢を引き下げるなど英語教育に本腰を入れる構えを見せているが、日本人の英語能力は世界

の中で低い順位のまま推移している。国内も、生徒や英語を教える英語教員の英語能力も総じて政府が定めた相当のレベルに到

達しておらず、国をあげて英語教育を強化する必要がある。 

 英語能力を決定する要因を実証的に研究した Kim&Lee(2010)、子どもの学力に対する教員の質の効果について定量分析を用い

た研究をした二木(2017)、学級規模と学生の学力の関係について研究した山本・井上(2015)の先行研究を参考に、英語能力の向

上要因についてより教育に着目した変数を用いて分析を行った。また、英語能力と現在の職位、所得について定量分析が行われ

た先行研究である松繁(2002)を参考に、リクルートワークス研究所のワーキングパーソン調査を利用しより大きな集団において

英語能力を高めるメリットについて実証分析を行った。 

 分析は、TOEFLスコアを用いた多国間分析、日本人生徒の英語能力に影響を与える要因、英語能力と所得との関係、の 3つを

行った。その結果、言語系統ダミーは正に影響力を持ち、教員一人当たり生徒数は負に影響力を持つということ、教員の英語能

力と授業内英語発話割合が中学生、高校生ともに学生の英語能力に対して正の影響力を持つことが確認された。また、英語能力

も年収に対して正の影響力を持つことが示され、係数についてみてみると、英語能力が初級、中級、上級と上がるにつれて係数

が大きくなっていることから、より高い英語能力を有することがより高い年収につながるということが明らかとなり、英語能力

を高めるメリットを示すことができた。 

以上の事をふまえて、本稿では最終的な目標として日本での英語第二公用語化を目指し、英語能力向上のための英語教育の

強化という方向性で政策提言を行った。提言内容は、英語教育開始年齢のさらなる引き下げ、英語教員のレベルを上げるため

の英語教員採用試験の際の外部試験の活用、英語教員の海外派遣事業、より効果的な英語授業を目指した中学校から大学にか

けての段階的な英語授業の完全英語化、ICTクラウドの有効活用による英語教育推進の 5つである。 

 

 

 

 

 

 

本稿の作成に当たっては、山内直人教授(大阪大学)をはじめ、多くの方々から有益かつ熱心なコメントを頂戴した。ここに記して感謝の意を

表したい。また東京大学社会科学研究所附属社会調査・データアーカイブ研究センターSSJ データアーカイブから「ワーキングパーソン調査，

2012」（リクルートワークス研究所）の個票データの提供を受けた。しかしながら、本稿にあり得る誤り、主張の一切の責任は言うまでもなく

筆者たち個人に帰するものである。 
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Ⅰ はじめに 

 

英語は世界で最も広く使われている言語であり、英語が使

えることは情報社会、ビジネス社会において不可欠である。

Lee(2012)では英語能力が高いほど GDP は高くなることが示

されている。また、松繁(2001)は個人が高所得、高職位を手

に入れるかどうかには英語能力が重要な要因となっていると

結論付けている。これらから、英語能力が高いことは国レベ

ルでも個人レベルでも大きなメリットを生むと考えられる。 

 日本政府も「英語が使える日本人」育成のためにさまざま

な政策を実施している。政府が 2020年までに、現在小学校 5

年生から始まっている外国語学習を小学校 3 年生からに前倒

しし、小学校 5・6年生は成績評価を伴う「教科」としての英

語を学ぶ新体制を実施することを決定したのは記憶に新しい。 

しかし、現在の日本人の英語能力は、非常に低くなってい

る。2012 年から 2016年の TOEFL iBTテストの結果を見ると

総得点において、日本の国内平均スコアは受験国全体の平均

スコアよりも約 10 点低く、また、2016 年の国内平均スコア

は、アジア 31カ国中 reading21位、Writing24位、Listening27

位と、アジアの中でも非常に低い順位になっている。Speaking

に至っては 31位でアジア最下位である。 

こうした日本人の英語能力の低さは、現在のグローバル社

会においては、克服すべき問題である。そこで本稿では英語

能力を向上させる要因について実証分析を行い、英語教育の

改革によって「英語が使える日本人」育成を目指す。 

 

Ⅱ 日本の英語の現状 

 

ここでは、英語の重要性について説明し、それに対する日

本の現行政策、現在の日本人の英語能力について述べる。 

 

2.1 英語の重要性と学ぶメリット 

 

英語は世界中で話されている言語である。英語を母語とし

て話す人の数は 3 億 7500 万人1ほどだが、英語を使っている

人は世界で約 15 億人も2いる。また、インターネット上での

英語使用について目を向けると、WEB サイトページの言語別

シェアでは英語がほぼ半分の割合を占めており、英語によっ

てもたらされる情報量が非常に多いことを示している(図 1)。 

 

 

 

                                                      

1 八田(2001)より 

(図 1) WEBサイトページの言語別シェア 

 

(UNESCO(2009)より筆者作成) 

 

 図 2 は言語別総生産を表している。これを見ると世界の中

で英語圏の総生産の割合が最も大きいことが読み取れる。ま

た、大企業、中小企業に関わらず、国境をまたいで活動する

グローバル企業の数は年々増えており、異なる母語話者間の

コミュニケーションはほぼ全てが英語で行われている。以上

の現状からビジネスにおいて英語の重要性が高まっていると

いえる。 

 

(図 2) 言語別総生産 

 

(The World Bank World bank Open Data 

『GDP(current US$)』より筆者作成) 

 

これらのことを踏まえ、実際に英語能力が上がった際に、

国や個人にはどのようなメリットが考えられるのかについて

それぞれ説明する。まず、国レベルで見たメリットを考える。

国際的な成人の英語能力を測る指標である「EF English 

Proficiency Index」(以下 EF EPI)によると EF EPIスコアと

一人当たり GNI との間には相関関係があることが示されてお

り、加えて英語能力と幸福度との間にも正の相関があること

もわかっている。ここでいう幸福度は具体的に、教育機会や

健康寿命、識字率、生活の質で規定されている。 

2 Statista「The most spoken languages worldwide」より 
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また Lee(2012)は英語能力と経済成長の関係を明らかにし

ている。この研究では、知識の蓄積量が経済成長に影響を与

えているとしており、知識の蓄積量を学問分野と日常生活の

2パターンで定義している。学問分野においては、国際的に認

められている雑誌や出版物を知識の蓄積量の尺度としており、

その知識を利用するのに英語が最も適していることが述べら

れている。日常生活において、今では説明書など、様々なと

ころで英語が利用されていることに言及しており、日常生活

においても最低限の英語能力が必要であることを述べている。

また分析では、英語の習熟度は経済成長に対して、アジア・

ヨーロッパ地域に限定すると説明力があることが分かってい

る。ここでは英語習熟度は TOEFL のトータルスコアが使用さ

れており、経済成長率として一人当たりの実質 GDP が使用さ

れている。従って、TOEFL のスコアが上がると実質 GDP が上

昇するという国レベルのメリットがあることが分かる。 

次に、個人レベルから見たメリットについて考える。株式

会社キャリアインデックスは年収と英語習熟度の関係をアン

ケートにより示している。ここでの英語習熟度割合は「英語

での日常会話や読み書きができる」と回答した割合を指して

いる。このアンケートによると、年収 500 万円未満の場合、

英語習熟度割合は 22.4%、年収 500～700 万円未満の場合は

34.0%、年収 700万円以上の場合は 48.7%であると示されてい

る。このことは個人の年収と英語の習熟度の正の関係を示唆

するものである。また、松繁(2001)では、英語能力が高い者

は昇進において有利であり、英語能力が低い者よりも高い所

得を得ていることが推測されるとしている。ここでの英語能

力はある国立大学卒業生へのアンケートにより推測されてお

り、その中で「日常や業務上、英語を読む」や「日常や業務

上、英語を書く」などの 8 項目を取り上げ、これを「実用英

語能力」と定義した。分析では、実用英語能力を説明変数と

して、職位と所得に関する推定を行っている。職位に関する

推定は職位の序列を被説明変数としている。分析の結果、実

用英語能力が正に有意であることが分かり、実用英語能力を

身につけている者は昇進に有利であることが示されている。

また、所得に関しても実用英語能力が正に有意であることが

示されている。この結果から松繁(2001)では高所得、高地位

を得られるかどうかには英語能力が重要な要因となっている

と結論付けている。 

 

2.2 現行の英語教育政策 

 

これまでみてきたように、英語の重要性が指摘されてきた

中で政府は様々な政策を行ってきた。代表的なものに 2002年、

2003年の文部科学省による「英語が使える日本人」育成のた

めの戦略構想と行動計画、2008年と 2009 年における小学校・

中学校・高等学校の学習指導要領の改訂などがある。これら

について見ていく。 

 「英語が使える日本人」育成のための行動計画では目標は

二つに分けられている。一つ目は国民全体に対する「中学校・

高等学校を卒業したら英語でコミュニケーションができる」

こと、二つ目は専門分野や国際社会に活躍する人材等に対す

る「大学を卒業したら英語が使える」ことである。この目標

を達成するために政府は 2008年までに「英語の授業の大半は

英語を用いて行う」「中・高等学校の英語の授業に週一回以上

はネイティブスピーカーが参加する」「大学や高校入試におい

て、リスニングテスト、外部検定試験の活用を促進する」な

どの目標を立てた。しかし現在に至るまでこうした目標が達

成されているとは言い難い状況である。 

小学校・中学校・高等学校の学習指導要領の改訂では、小

学校 5・6年に外国語活動を導入することを決定した。ここで

は英語に親しみコミュニケーション能力の素地を養うことを

目的とし、学級担任が指導の中心として週 1 回の活動を行う

ことが定められた。また、中学校では 2012年から英語授業数

が週 3 コマから週 4 コマに変更し、指導語彙を 900 語から

1200 語へ充実することとなった。高等学校では、2013年から

英語の授業を生徒の理解の程度に応じた英語を用いて行うこ

とを基本とし、コミュニケーション英語Ⅰ・Ⅱ及びⅢを履修

した場合の指導語彙を 1300 語から 1800 語へ充実することな

どが決定された。さらに、2017年には新たに新学習指導要領

が公示され、現体制を小学校 3・4年生に前倒しし、小学校 5・

6年生は成績評価を伴う「教科」としての英語を学ぶことが決

定された。ここでは小学生が読むことや書くことも含めた初

歩的な英語の運用能力を養うことが目標とされ、学級担任で

はなく英語専門教員が中心に指導し、授業も週 3 コマに増え

るなど、より英語教育を推し進めることが定められた。 

さらに、近年政府は「生徒の英語力向上推進プラン」を策

定した。このプラン策定の背景には、高校 3 年生を対象とし

た「英語教育改善のための英語力調査」によって「聞く」「話

す」「読む」「書く」の 4 技能全てにおいて課題があることが

判明したことと、「英語教育実施状況調査」の中学校・高校の

生徒の英語力に関するアンケート結果も十分な改善がみられ

なかったことがある。この改革では、「英語教育実施状況調査」

に基づく都道府県別の生徒の英語力の結果を 2016 年度から

公表することや、小学校・中学校・高校を通じた改革のため

の取り組みとして、4技能を重視した授業・入試改革や教員の

英語力・指導力向上などが目指された。 

このように、政府は現在に至るまで様々な政策を行ってき

た。こうした状況の中で日本人の英語能力がどのように変化

してきたかについて次項で見てみる。 
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2.3 日本人の英語能力の現状 

 

2012 年から 2016 年の TOEFL iBT テストの結果を見ると、日

本の国内平均スコアは受験国全体の平均スコアよりも約 10

点低くなっている(図 3)。 

 

(図 3) TOEFL iBT スコア(120点満点) 

 

(TOEFL iBT Tests Test and Score Data より筆者作成) 

 

アジアに注目してみても、2016年の TOEFL iBT テストの国内

平均スコアは、アジア 31カ国中 Reading21位、Writing24位、

Listening27 位と、アジアの中でも非常に低い順位になって

おり、Speakingに至っては 31位でアジア最下位である。4分

野別で 2012年から 2016年までの平均スコアの推移をみても、

日本の国内平均スコアがアジアの平均スコアを上回ることは

なく、Readingで約 1点、Writingで約 2点、Listening で約

3 点、Speaking で約 4 点の差があり、特に Listening と

Speaking に課題があることがわかる3。 

さらに、日本の学生の英語能力について、文部科学省が 2016

年に発表した「英語教育実施状況調査」では、中学 3 年生で

実用英語技能検定(英検)3 級、高校 3 年生で英検準 2 級以上

を取得、または受験してはいないが相当の英語力を有する生

徒の割合は、2016 年に中学 3 年生で 36.1%、高校 3 年生で

36.4%となっている(図 4)。2012 年には中学 3 年生で 31.2%、

高校 3 年生で 31.0%であったことから、割合は年々上がって

きているが、未だに低いままである。 

 

 

 

 

 

 

 

                                                      
3  ETS TOEFL “Test and Some Data Summary for TOEFL iBT 

Test”(2012~2016)より 

(図 4) 中高生の英語力の推移 

 

(文部科学省「英語教育実施状況調査」より筆者作成) 

 

※英検準 2 級(高校 3 年生)・英検 3 級(中学 3 年生)以上を取

得している生徒及び相当の英語力を有すると思われる生徒の

割合 

 

日本の英語担当教員の英語能力についてみると、同じく文

部科学省の「英語教育実施状況調査」では、英語担当教員の

うち、英語能力に関する外部試験(英検、TOEFL、TOEICなど)

により政府が英語教員に対して求めている CEFR B2 レベル相

当以上のスコア等4を取得している者は、2016年に中学校教師

で 32.0%、高校教師で 62.2%である(図 5)。 

 

(図 5) CEFR B2 レベル(英検準一級以上程度)を取得してい

る英語担当教員の割合 

 
(文部科学省「英語教育実施状況調査」より筆者作成) 

 

こちらも、2012 年には中学校教師で 27.7%、高校教師で

52.3%であったことから、割合は年々上がってきているが、未

だに低いままだといえる。 

 ベネッセ教育総合研究所が行った「中高生の英語学習に関

する実態調査 2014」では、「英語が得意ですか、苦手ですか」

4 CEFRB2 レベルとは英検準一級、IELTS5.5-6.5、TOEFL 

iBT72-94、TOEIC730 程度を指す 
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という質問に対して「やや苦手」「とても苦手」と回答した生

徒の割合は、中学生で 43.9％、高校生で 53.8％となっている。

約半数もの中高生が英語に対して苦手意識を持っていること

がわかる。同じくベネッセ教育総合研究所が行った「中高の

英語指導に関する実態調査 2015」では、「指導に関して次の

ような悩みをどのくらい感じていますか」という質問で、「自

分自身の英語力が足りない」という項目に「はい」と答えた

教師の割合が、中学校教師で 66.7%、高校教師で 62.9%となっ

ている。6 割以上の教員が自分の英語能力の低さに悩んでい

ることがわかり、こうした現状のままではスムーズな英語教

育は難しいと思われる。  

 また、日本人の英語能力が低い原因について、Japan 

today では記事の中で教育的要因と文化的要因をあげてい

る。特に教育的要因では、英語授業数が少ないことと、授業

が一方的な講義形式となっており、英語を実際に使う練習を

する機会がほとんどないという二つが挙げられている。現体

制での日本の義務教育期間中の英語授業総時間数は、315時

間である。アジアの他の国と比べてみると、韓国では小中学

校の英語授業総時間数は 544時間となっており、日本はそれ

と比較すると英語授業数がかなり少ないことが分かる。授業

内容については、日本の英語教育においてはこれまで、教師

が教科書を用いて単語や文法を教えるといった授業が多くな

っている。記事では日本の英語教育において生徒は英語を用

いて実際に会話やプレゼンテーションを行ったり、外国の映

画を鑑賞したりするなどの実用的な英語に触れる機会に恵ま

れていないことを指摘している。こうした、一方的に英語を

教わるだけで、実際に英語を使うところまで踏み込んでいな

い現在の日本の英語教育では、これから英語能力を高めよう

とする上で効果が期待されにくいといえる。 

 

Ⅲ 先行研究 

 

ここでは、本稿における研究の方向性の参考にした先行研

究について紹介する。英語能力を決定する要因に関する研究、

学力の向上要因に関する研究、英語能力向上のメリットに関

する研究を先行研究として参照した。 

 

3.1 英語能力の規定要因 

 

日本人の英語能力の低さが問題として考えられてきた中で、

日本において英語能力に関する研究は数多く行われている。

しかし、実証的な研究が行われているものはあまり多くはな

い。海外において英語能力を決定する要因を実証的に研究し

たものとして Kim&Lee(2010)がある。この研究では TOEFL の

スコアを被説明変数として言語的要因と非言語的要因のそれ

ぞれでいくつかの変数を用い、英語能力を決定する要因につ

いて実証分析がなされている。言語的要因としては語順ダミ

ー、言語系統ダミー、言語的細分化指標が用いられており、

非言語的要因としては一人当たり GDP、就学年数、GDPにおけ

る輸出シェア、外国人旅行者数、インターネットユーザー数、

グローバリゼーション指数、英語圏植民地経験ダミー、TOEFL

受験者割合が用いられた。結果として言語系統ダミー、語順

ダミー、就学年数が総得点に正の影響を与えることが示され

た。結論としてこの結果から、母国語のみが母語として定着

する前に早期の英語教育導入、また英語と母語の相違につい

て認識することの重要性が主張されている。 

 

3.2 日本の学生の学力の規定要因 

 

日本においては英語能力の向上要因でなく、他の科目に関

して学力を向上させる要因を定量的に分析した研究がいくつ

か存在している。 

二木(2017)では 2006 年から 2009 年の都道府県パネルデー

タを用いて小学生の学力、非認知能力に対する教員の質の効

果について定量分析がなされている。ここでは子供の学習成

果を表す指標として「全国学力・学習状況調査」から小学 6年

生の国語、算数の標準化スコアが用いられており、子どもの

非認知能力を測る指標として長期欠席率が用いられている。

また、教員の質を代理する変数として初任給相対賃金指標、

教員採用試験倍率指標が用いられている。結果として、教員

の質が子どもの非認知能力を有意に低下させることが明らか

となったほか、学習成果に関して教員の質は算数のみに限定

的に効果が示された。山本・井上(2015)では 2007年から 2010

年の都道府県パネルデータを用い学級規模と学生の学力の関

係について研究が行われた。ここでは被説明変数に「全国学

力・学習状況調査」より中学 3 年生の国語、数学の偏差値が

用いられている。説明変数としては一クラスあたり生徒数、

教育費、一人当たり県民所得、通塾率などが用いられている。

結果として国語、数学ともに少人数学級が得点率に有意に作

用することが明らかとなった。しかし、これら 2 つの研究は

どちらも国語と算数と数学についてのみの分析になっており、

生徒の英語の学力については言及がなされていない。 

 

3.3 英語能力と所得、職位の関係 

 

この他に、日本では英語能力がどのようなメリットをもた

らすかについての研究も行われている。松繁(2002)ではある

国立大学の社会科学系学部の卒業生へのアンケートを行い、

英語能力と現在の職位、所得について定量分析が行われてい

る。ここでは大学時代の英語の成績、英語資格、留学経験や

英語能力に関しての質問項目から英語能力指標を作成し、説

明変数として用いている。被説明変数としては職位をクラス

分けし、ダミー変数を作成したものと賃金が用いられてい
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る。結果として、英語能力の高さが所得を上昇させる要因と

なっており、また職位をあげる要因にもなっていると結論付

けられている。 

 

3.4 問題意識と本稿の位置づけ 

 

先に述べた通り、世界的に英語の重要性が高まっている中

で、日本政府は日本人の英語能力を上げるために長期にわた

りさまざまな政策を行い、英語教育を推し進めようとしてき

た。しかし、データを見てみると、諸外国に比べて日本人の

英語能力は低く、中学生、高校生ともに政府が目標としてい

る英語能力のラインに届いていない者が多いことがわかる。

また、英語を教える立場である英語教員の学力に関しても、

政府が設定しているレベルには届いていない。また、こうし

た日本人の英語力が低い原因として現在の日本の英語教育の

在り方があげられていることは大きな問題であるといえる。

本稿ではこのような問題意識のもと、英語能力を規定する要

因と、英語能力向上のメリットに関して実証分析を行った。

これまでみてきたように、海外においては英語能力を規定す

る要因についての実証的研究が行われている。一方で日本で

は二木(2017)や山本・井上(2015)などで学生の学力向上要因

についての実証的研究はなされてきたものの、英語能力を向

上させる要因について実証的な研究はほとんど行われていな

い。そこで以上を踏まえ、本稿では日本において英語能力を

規定する要因を明らかにするため、TOEFL スコアを用いた国

別の実証分析、日本の学生の英語能力に関しての実証分析の

2つを行う。英語能力を高めるメリットに関して、松繁(2002)

ではある特定の大学出身者の分析にとどまっている。そのた

め本稿においては、リクルートワークス研究所のワーキング

パーソン調査を利用しより大きな集団において英語能力を高

めるメリットについて実証分析を行う。以上、3つの分析を踏

まえて日本人の英語能力向上にむけた政策を提言することを

目指す。 

 

Ⅳ 実証分析 

 

本稿では TOEFLスコアを用いた多国間分析、日本人生徒の

英語能力の規定要因、英語能力と所得の関係についての 3つ

の分析を行った。以下で詳しく説明する。 

 

4.1 TOEFLスコアを用いた多国間分析 

 

(1) 分析の枠組み 

 先行研究を参考にここでは英語を公用語としない国を対象

に、国別の TOEFL スコアを英語能力の指標として用い分析を

行った。先行研究より有意になった説明変数を用い、さらに

政策変数として、新たにいくつかの変数を加えて 2015年度の

クロスセクションデータを用いた分析を行った。以下、変数

について説明する。 

 

(2) 変数選択 

① 被説明変数 

 ここでは国別の 2015 年度の TOEFL iBT テストのスコアを

被説明変数として用いた。TOEFL テストは英語能力を測る試

験として世界中で行われており、各国の英語能力を示す指標

として適切であると考えた。また、先行研究では TOEFL CBT、

TOEFL PBT のスコアが用いられていたが、現在では TOEFL iBT

テストが世界で一般的に用いられていると考え、TOEFL iBTテ

ストのスコアを利用した。データは ETS による TOEFL iBT 

Tests Test and score data 2015 より用いた。 

② 説明変数 

・言語系統ダミー 

 言語系統ダミーは Kim&Lee(2010)において作成されたダミ

ー変数であり、語学的にその国の公用語が英語とどれだけ近

いかをダミー変数として表したものである(表 1)。英語と語

学的に近いほど英語学習が容易になると考えられ、英語能力

に正の影響を持つと考えられる。データは先行研究より引用

した。 

・インターネットユーザー割合 

 インターネットサイトでは英語が多く使われており、イン

ターネットに触れる機会が多いほど英語に触れる機会も増え

るのではないかと考え変数に加えた。同時にインターネット

の普及は各国の経済状況を表しているものであると考えた。

また TOEFL iBT テストはパソコンを用いて行うテストである

ため、その点も正の影響を与える要因になりうると考えた。

データは World bank databank より用いた。 

・初等教育開始年齢 

 学校において英語を学ぶ機会をあらわす指標として用いた。

本来であれば英語教育開始年齢を用いるべきであるものの、

該当データが入手できなかったため、代用した。初等教育開

始年齢が低いほど早期教育により、英語の取得がよいものに

なると考えた。データは World bank databank より用いた。 

・教員一人当たり生徒数 

 教員一人当たりの生徒数が少ないほど、より生徒に対して

質の高い指導が可能になると考えて採用した。またこのデー

タの教員は初等教育における教員をさしている。データは

World bank databank より用いた。 
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(表 1) 言語系統ダミー 

西ゲルマン語群 9 

北ゲルマン語群 8 

イタリック語派 7 

ヘレニック語派 6 

スラブ語派 バルト語派 インド・イラン語派 5 

非インド・ヨーロッパ語族 0 

(kim&Lee(2010)より筆者作成) 

(3) 推定モデル 

 以上の変数を用いてクロスセクションデータによる多重回

帰分析を行う。分析のモデルは以下のとおりである。 

 

𝑦𝑖 = 𝛽0 + 𝛽1𝑥1𝑖 + 𝛽2𝑥2𝑖 + 𝛽3𝑥3𝑖 + 𝛽4𝑥4𝑖 + 𝜀𝑖 

 

i  ： 1,2,3,...64 

y   ： TOEFLスコア 

β1～6 ： 各説明変数の推計値 

β0 ： 定数項 

x1 ： 言語系統ダミー 

x2 ： インターネットユーザー割合 

x3 ：初等教育開始年齢 

x4 ： 教員一人当たり生徒数 

ɛ  ： 誤差項 

 

記述統計量は以下の通りである。(表 2) 

 

 

 

(表 2)  記述統計量  
 サンプル 平均 標準偏差 最小値 最大値 

TOEFLスコア  64 82.46875 8.670272 60 99 

言語系統ダミー  64 3.90625 3.374596 0 9 

インターネットユーザー割合  64 55.56875 23.45643 11.3 98.2 

初等教育開始年齢  63 6.142857 0.395831 5 7 

教員一人当たり生徒数  57 19.58947 10.04555 8.9 54.7 

 

(4) 分析結果と考察  

 分析結果は以下の通りである(表 3)。統計ソフトは STATA13.1 を用いた。 

 

(表 3)  分析結果  
係数 標準誤差 t値 有意性 

言語系統ダミー 1.13733 0.2449132 4.64 *** 

インターネットユーザー割合 0.0434321 0.0527033 0.82 
 

初等教育開始年齢 1.57659 1.909816 0.83 
 

教員一人当たり生徒数 -0.4636669 0.1211174 -3.83 *** 

定数項 75.36538 12.55483 6.00 *** 

決定係数 0.5821 

 (***は 1%水準で有意であることを示す。) 

 

分析結果より、言語系統ダミーは正に影響力を持つという

結果となった。これは英語と言語系統が近いほど英語能力が

高いことを表しており、英語学習の際に習得が容易になると

いうことが考えられる。また、教員一人当たり生徒数に関し

ても負に影響力を持つという結果となった。これは仮定の通

り、教員一人に対する生徒数が少ないほど、初等教育におい 

 

てはより質の高い教育が可能になるということをあらわして 

いると考えられる。一方でそのほかの変数に関しては統計的

に有意な結果とはならなかった。インターネットユーザー割

合は統計的に有意とならなかった。経済状況を表す指標とし 

て変数としたが、インターネットの利用が増えるだけでは英 

語能力に対して影響を持たないことが考えられる。また初等
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教育開始年齢についても統計的に有意とはならなかった。や

はり英語教育開始年齢ではないため、実際の英語学習の早期

教育についての指標として難しいものだったのではないかと

いうことが考えられる。 

 

4.2 日本の学生の英語能力の規定要因分析 

 

⑴ 分析の枠組み 

日本の学生の英語能力に影響を与える要因を分析するため

本稿では 2015年、2016年の 47都道府県パネルデータを用い

て分析を行う。学力の向上要因を実証分析した先行研究では、

国立教育政策研究所の「全国学力・学習状況調査」より全国

学力調査における国語または算数、数学の点数を被説明変数

として分析が行われてきた。しかし、現在まで全国学力調査

において英語は実施されていない。そこで本稿においては学

生の英語能力を表す指標として文部科学省が行った「英語教

育実施状況調査」より、中学生の分析においては中学 3 年生

の生徒が英検 3 級程度の能力を有している割合、また有して

いると思われる割合を用いた。また、高校生の分析において

は同調査より、高校 3 年生の生徒が英検準 2 級程度の能力を

有している割合、また有していると思われる割合を用いた。

中学生、高校生の英語能力について着目した理由としては、

多くの先行研究において第二言語習得には小さいころからの

学習が有効であるとされており、早期に身についた英語能力

が将来の英語能力に大きく影響していると予想されるためで

ある。現在の日本において科目としての英語教育は中学生か

ら開始されるため、中学生の英語能力が早期の英語能力を表

すと考えた。また、大学へ進学しないものにとっては科目と

しての英語を学ぶ機会は高校が最後となる可能性が高いと思

われるため、高校生の英語能力が大人になってからの英語能

力に近いものであると考えた。 

 

(2) 変数選択 

① 被説明変数 

 先に説明したように被説明変数として文部科学省の「英語

教育実施状況調査」より、47都道府県それぞれの中学 3年生

の生徒について全生徒数に対する、英検 3 級の資格を有して

いる生徒数、また英検 3 級程度の能力を有していると思われ

る生徒数の合計数の割合を用いた。また、高校 3 年生の生徒

に関しては全生徒に対する、英検準 2 級程度の能力を有して

いる生徒数、また有していると思われる生徒数の合計数の割

合を用いた。英検 3級、英検準 2級程度は政府が中学 3年生、

高校 3 年生に対して目標として求める英語能力の基準であり、

それを達成しているかどうかを学生の英語能力を測る基準と

して考えた。また、英検 3 級、英検準 2 級程度の能力を有し

ていると思われる生徒とは、実際に英検 3 級、英検準 2 級以

上の資格は有していないものの、相当の英語能力を有してい

ると英語担当教員が判断する生徒の人数の割合を指している。 

② 説明変数 

 説明変数として学生の英語能力に対して影響を与える要因

として考えられる、教員の英語能力、CAN-DOリスト設定割合、

授業内英語発話割合、教員一人当たり生徒数、通塾率、大学

進学率を利用する。 

・教員英語能力  

先行研究では教員の質と学生の学力に影響があることが明

らかとなった。そこで教員の質を測る指標として教員の英語

能力に関して、文部科学省の「英語教育実施状況調査」より

47都道府県それぞれにおいて、全教員の中で英検準 1級以上

等の資格を有している教員数の割合を変数として用いた。英

検準 1 級等とは、英検の他に TOEFL PBT550 点以上、CBT213

点以上、iBT80点以上または、TOEIC730 点以上を指している。

これは政府が英語教員に対して求める英語力の目標として掲

げられているものであり、高い英語能力を有する教員のほう

が英語教育においてより充実した指導が可能になると考え変

数として加えた。 

・CAN-DOリスト設定割合 

また学校における英語政策として CAN-DO リスト設定割合

を変数として用いた。CAN-DOリストとは学習の到達目標を「～

することができる」という形で指標化するもので政府が英語

教育において導入を進めているものであり、これを設定して

いる学校の割合を変数として加えた。こうした政府の政策が

学生の英語能力に正の影響力をもつと考え変数とした。 

・授業内英語発話割合 

これは 47都道府県の英語担当教員のうち、授業の発話の半

分以上を英語で行っている割合を表したものである。授業の

中での英語使用も政府の政策として考えられ、積極的に学生

が英語に触れることが英語能力向上につながると考えて変数

とした。データは「英語教育実施状況調査」より利用した。 

・教員一人当たり生徒数 

 先行研究では学級規模が国語、数学のスコアに影響を与え

ることがわかった。そこで英語能力においても学級の規模が

影響を与えると考え、代わりとして教員一人当たりの生徒数

を利用した。教員一人当たりの生徒数が少ないほど、より密

接な授業を行うことができると考えたためである。そのため

負に影響力を持つと考えられる。データは「学校基本調査」

より利用した。 

・通塾率(中学生の分析のみ使用) 

 学校での授業以外での要因として学生の通塾率を変数とし

て用いた。現在全国平均で約半数の生徒が塾に通っており塾

に通うことが一般的になってきている中で、塾での学習が英

語能力向上に良い影響を与えると考えた。通塾率は国立教育

政策研究所の「全国学力・学習状況調査」より利用した。 

・大学進学率（高校生の分析のみ使用） 

 高校生は卒業後の進路がより多様になる。特に大学への進
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学を目指すものはより高い英語能力を身に着けようとするた

め、大学進学率は学生の英語能力に正の影響力を持つと考え

られる。データは「学校基本調査」より用いた。 

 

⑶ 推定モデル 

 以上の変数を用いて実証分析を行う。本稿では適切なモデ

ルを採択するためにそれぞれの分析において次の検定を行っ

た。まず、プーリング回帰モデルと固定効果モデルとの選択

のために F検定を行った。F検定の結果、「各個体の個別効果

がすべて等しい」という帰無仮説が 1%の有意水準で棄却され、

どちらの分析も固定効果モデルが採択された。次に「個別的

主体要因が説明変数と無関係である」という帰無仮説を立て

Hausman 検定を行った結果、どちらも 10%水準で棄却されなか

った。よって本稿では両方の分析で変量効果モデルを採択し

分析を行う。 

分析のモデルは以下の通りである。 

𝑦𝑖𝑡 = 𝛽0 + 𝛽1𝑥1𝑖𝑡 + 𝛽2𝑥2𝑖𝑡 + 𝛽3𝑥3𝑖𝑡 + 𝛽4𝑥4𝑖𝑡 + 𝛽5𝑥5𝑖𝑡 + 𝜀𝑖𝑡 

 

   i : 都道府県(1,2,…46,47)   t : 2015～2016 

  y  : 生徒英語能力 

β1～5: 各説明変数の推計値 

 x₀ : 定数項 

 x₁ : 教員英語能力 

 x₂ : CAN-DOリスト設定割合 

 x₃ : 授業内英語発話割合 

 x₄ : 教員一人当たり生徒数 

 x₅ : 通塾率(中学生) , 大学進学率(高校生) 

  ε : 誤差項 

 

記述統計量は以下のとおりである(表 4)(表 5)。 

 

(表 4)  記述統計量＜中学生＞  
サンプル 平均 標準偏差 最小値 最大値 

生徒英語能力 94 35.22234 5.632264 25.8 52.1 

教員英語能力 94 30.09894 7.784911 14.6 56.3 

CAN-DOリスト設定割合 94 68.2 29.71869 21.9 100 

授業内英語発話率 94 58.95638 13.08983 22.8 95.3 

教員一人当たり生徒数 94 12.61191 1.629128 8.645 16.04 

通塾率 93 55.92043 11.4624 29.7 74.3 

 

(表 5)  記述統計量＜高校生＞  
サンプル 平均 標準偏差 最小値 最大値 

生徒英語能力 94 35.21596 5.193633 22.5 49.7 

教員英語能力 94 62.36064 11.97078 39.2 89.1 

CAN-DOリスト設定割合 94 84.45851 26.87616 8 100 

授業内英語発話割合 94 48.39255 14.95459 19.7 85.3 

教員一人当たり生徒数 94 13.19788 1.543099 9.475936 16.53497 

大学進学率 94 0.472886 0.074447 0.304247 0.645897 
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⑷ 分析結果と考察 

 分析結果は以下の通りである(表 6)(表 7)。なお統計ソフトは STATA13.1 を用いた。 

 

(表 6)  分析結果＜中学生＞  
係数 標準誤差 P>z 有意性 

教員英語能力 0.245296 0.083808 0.003 *** 

CAN-DOリスト設定割合 -0.0275 0.018192 0.131 
 

授業内英語発話割合 0.11108 0.047563 0.02 ** 

教員一人当たり生徒数 0.96931 0.525088 0.065 * 

通塾率 -0.03191 0.074726 0.669 
 

定数項 12.72998 6.039362 0.035 ** 

決定係数 0.1508 (within) 

 

(表 7)  分析結果＜高校生＞  
係数 標準誤差 P>z 有意性 

教員英語能力 0.105968 0.052742 0.045 ** 

CAN-DOリスト設定割合 0.025713 0.018989 0.176  

授業内英語発話割合 0.083839 0.036527 0.022 ** 

教員一人当たり生徒数 0.652459 0.523383 0.213  

大学進学率 13.94168 9.230763 0.131  

定数項 7.174945 7.210498 0.32  

決定係数 0.1960 (within) 

(***,**,*はそれぞれ 1%,5%,10%水準で有意であることを示す) 

 

分析結果より、教員の英語能力に関しては中学生、高校生

ともに学生の英語能力に対して正の影響力を持つことが確認

された。これは仮定通りの結果であり、高い英語能力を有す

る教員のほうが学生に対しての授業が効果的なものとなり、

結果として生徒の英語能力が向上するものだと考えられる。

また、授業内英語発話割合についても中学生、高校生ともに

正に有意という結果となった。これは授業の中での発話の多

くが英語でなされることで、生徒が授業においてより英語に

触れる環境がうまれ、結果として英語能力向上につながると

考えられる。また中学生の分析において教員一人当たり生徒

数は予想と異なり正に影響力を持つという結果となった。こ

れは、中学校レベルにおいて英語という科目が、少人数で授

業を行うよりも多くの人数での授業により、コミュニケーシ

ョンを周囲の生徒同士でとる形のほうが英語能力向上につな

がるのではないかと考えられる。一方で CAN-DOリスト設定割

合に関しては中学生、高校生ともにどちらも統計的に有意と

はならなかった。これに関してはただリストを設定するだけ

では英語能力向上につながるとは言えず、より具体的で実践

的な政策が求められていると考えられる。通塾率に関しては 

仮定と異なり係数は負となり、統計的に有意とならなかった。 

 

係数が負になった理由としては、比較的学力が低い生徒のほ 

うが塾に通って勉強するのではないかということが考えられ

る。大学進学率に関しても今回は統計的には有意とはならな

かった。また、今回の分析においては生徒の英語能力を測る

指標として点数を用いていないため、全国学力調査において

英語が科目として導入された場合の点数を用いて分析するこ

とでまた別の結果が得られるのではないかと考えられる。 

 

4.3 英語能力と所得の関係についての分析 

 

(1) 分析の枠組み 

本稿では「ワーキングパーソン調査,2012」の中で「昨年度 

の年収」の項目を被説明変数として重回帰分析を行う。英語

能力を測る質問項目は、4段階になっている指標のため、それ 

ぞれに関してダミー変数を作成し英語能力と所得の関係につ

いての分析を行う。そこで本稿では東京大学社会学研究所付

属社会調査・データアーカイブ研究センターよりリクルート

ワークス研究所が実施した「ワーキングパーソン調査,2012」

の提供を受けた。本調査は首都(東京都・千葉県・神奈川県・

埼玉県)で正規社員・正規職員、契約社員・嘱託、派遣、パー
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ト・アルバイト、もしくは業務委託として 2012年 8月最終週

に 1 日でも従事している 18～59 歳の男女(学生除く)にアン

ケート調査を行ったものである。サンプルサイズは男女合わ

せて 9790 名となっている。主要な調査事項としては基本属性、

現在の働き方、卒業後についた初職の働き方、二番目以降の

仕事の働き方、現在の役職、能力・学習意欲、考え方といった

ものがある。本稿においてこのデータを利用した理由として

は、基本属性や就業形態といったアンケート項目に加え、語

学能力に関する項目もアンケートの中に組み込まれているた

めである。 

 

(2) 変数の選択 

① 被説明変数 

被説明変数として、質問項目の中から「昨年度の年収」を

利用する。これは高い英語能力を有することが経済的なメリ

ットを個人にもたらすものとして収入に着目したためである。

企業においても英語能力が求められることが多くなる中で、

英語能力と収入の関係が明らかとなれば個人に対して英語能

力を向上させようとするインセンティブを与えることができ

ると考えられる。なお、分析においては変化率を明らかとす

るために年収の値に自然対数をとったものを利用した。 

② 説明変数 

説明変数は、個人の年収を上げる要因として考えられる項

目をワーキングパーソン調査から選択した。英語能力以外に

個人の年収に影響を与える要因としてワーキングパーソン調

査の中から年齢、性別、正規雇用かどうか、労働時間、配偶者

の有無、最終学歴、中学校時成績を利用した。 

・英語能力ダミー 

 ワーキングパーソン調査の中で英語能力に関する項目から

利用した。この項目では英語能力に関して、上級レベル、中

級レベル、初級レベル、初級レベルに満たない、という 4 段

階で英語能力が調査されている。上級レベルはビジネス上で

英語のプレゼンテーション、交渉力があるレベルである。中

級レベルはビジネス上でのコミュニケーションが可能であり、

会議参加、上司報告などを英語で行うことができるレベルで

ある。初級レベルは日常会話で英語を用いて最低限のコミュ

ニケーションが可能なレベルである。初級レベルに満たない

はこれ以下のレベルである。これら 4 つの段階に分けられた

英語能力の指標について初級レベルに満たないものを基準と

してそれぞれのレベルでダミー変数を作成した。ビジネス上

での英語能力の必要性の高まりから、英語のレベルが高いほ

ど年収も高くなると考えられる。 

・年齢 

年齢に関しては日本の企業においては能力に応じた給与体

系よりも勤務年数が長くなるにつれて職位の上昇とともに年

収が上昇していくと考えたため採用した。 

 

・男性ダミー  

性別に関しては日本では性別役割分業意識がいまだに残っ

ているため、管理職割合などに関しても男性のほうが高くな

る傾向が強い。そのため女性より男性のほうが年収が高くな

りやすい傾向があると考え採用した。男性であれば 1、女性で

あれば 0 の値をとるダミー変数として男性ダミーを変数に加

えた。 

・正規雇用ダミー 

正規雇用ダミーは正社員・正職員のほうが非正規労働者に

対して年収が高くなると考え採用した。正社員・正職員であ

れば 1、それ以外の就業形態であれば 0 の値をとるダミー変

数を作成し正規雇用ダミーとして変数に加えた。 

・週あたり労働時間 

労働時間は一週間の労働時間がおよそどれくらいかをアン

ケートしたものであり、正規労働者、非正規労働者のいずれ

にしても労働時間が長いほどその分の給料が発生し年収が高

くなると考えて変数として加えた。 

・配偶者ダミー 

配偶者の有無に関しては、結婚をするにあたって経済力が

男性、女性の両方にとって重要であり、ある程度以上の経済

力を有してから結婚する傾向があると考えた。そのため配偶

者がいるほうが個人の年収が高くなると考えて配偶者がいれ

ば 1、いなければ 0 の値をとるダミー変数として変数として

採用した。 

 

・最終学歴ダミー 

最終学歴に関しては一般的に中卒、高卒の労働者より大卒・

大学院卒の労働者のほうが賃金が高い傾向にあることから変

数として採用した。今回の分析では大卒・大学院卒であれば

1、それ以外の学歴であれば 0をとるダミー変数を作成して変

数とした。 

・中学時成績ダミー 

中学校時成績に関しては英語の教科は中学生から始まるた

め、中学時代により良い成績をとっていればそれは英語能力

に関しても同様のことがいえると考え変数として採用した。

中学時の成績が高ければ将来の英語能力も高くなり、それが

高収入につながると考えられる。そこでアンケート項目のな

かで中学 3年時の成績を上の方、やや上の方、真ん中くらい、

やや下の方、下の方という 5 つの段階で評価した項目を用い

た。成績が上の方、やや上の方であれば 1、それ以外であれば

0をとるダミー変数を作成し変数に加えた。 

 

(3) 推定モデル 

以上の変数を用いて実証分析を行う。推定モデルは以下の

とおりである。 

𝑦𝑖 = 𝛽0 +∑𝛽𝑘

10

𝑘=1

𝑥𝑘𝑖 + 𝜀𝑖 
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i : サンプル数（1,2,…9581） 

 y : 昨年度年収（対数値） 

β₀：定数項 

β1～10 : 各説明変数の推計値 

x₁ : 英語上級ダミー 

x₂ : 英語中級ダミー 

x₃ : 英語初級ダミー 

x₄ : 年齢 

x₅ : 男性ダミー 

x₆ : 正規雇用ダミー 

x₇ : 週当たり労働時間 

x₈ : 配偶者ダミー 

x₉ : 最終学歴ダミー 

x10 : 中学時成績ダミー 

記述統計量は以下のとおりである(表 8)。

 

(表 8)  記述統計量  
サンプル 平均 標準誤差 最小値 最大値 

昨年度年収(対数値) 9581 2.522226 0.3751492 0 3.778151 

英語上級ダミー 9581 0.0203528 0.1412113 0 1 

英語中級ダミー 9581 0.0784887 0.2689531 0 1 

英語初級ダミー 9581 0.3566434 0.4790332 0 1 

年齢 9581 39.95376 10.43314 18 59 

男性ダミー 9581 0.5789584 0.493752 0 1 

正規雇用ダミー 9581 0.6989876 0.458722 0 1 

週当たり労働時間 9581 40.21188 13.42939 1 112 

配偶者ダミー 9581 0.5664336 0.4955928 0 1 

最終学歴ダミー 9581 0.5820896 0.493241 0 1 

中学時成績ダミー 9581 0.5816721 0.4933103 0 1 

 

(4) 分析結果と考察 

分析結果は以下のとおりである(表 9)。なお、統計ソフトは STATA13.0 を用いた。 

 

(表 9)  分析結果 

 係数 標準誤差 t値 有意性 

英語上級ダミー 0.1268905 0.0179302 7.08 *** 

英語中級ダミー 0.1042522 0.0097366 10.71 *** 

英語初級ダミー 0.0268805 0.0055651 4.83 *** 

年齢 0.0070928 0.0002634 26.93 *** 

男性ダミー 0.1264699 0.0058414 21.65 *** 

正規雇用ダミー 0.3568776 0.0067728 52.69 *** 

週当たり労働時間 0.006752 0.0002267 29.78 *** 

配偶者ダミー 0.0210635 0.0055243 3.81 *** 

最終学歴ダミー 0.0479489 0.0056918 8.42 *** 

中学時成績ダミー 0.0275486 0.0053554 5.14 *** 

定数項 1.568439 0.0132489 118.38 *** 

決定係数 0.5837 

     (***は 1%水準で有意であることを示す。) 
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以上の分析より、個人の属性に関する変数については全て

年収に対して正の影響力を持つことが示された。これはこれ

まで様々な研究において年収に影響を与える要因として考え

られてきたことを示したものであり予想されていた結果と同

じとなった。次に英語能力について見てみる。英語能力も年

収に対して正の影響力を持つことが示された。また係数につ

いてみると、英語能力が初級、中級、上級と上がるにつれて

係数が大きくなっていることから、より高い英語能力を有す

ることがより高い年収につながるということが明らかとなっ 

た。これにより英語能力を向上させることによるメリットが 

示されたといえる。 

 

Ⅴ 政策提言 

 

以上の分析を踏まえて、本章では政策提言を行う。これま

でで示した英語の重要性から、英語は今後の日本の発展に不

可欠である。そこで我々は最終的な目標として、日本での英

語第二公用語化を設定する。その実現に向け、英語能力向上

のための英語教育の強化という方向性で政策提言を行う。英

語教育を強化するために、英語教育開始年齢のさらなる引き

下げ、教員採用試験における外部資格義務付け、英語授業の

段階的完全英語化、ICTの有効活用による英語教育の推進の 5

つを提言する。 

 

5.1 英語教育開始年齢の引き下げ 

 

本稿の第 1章で述べたとおり、現在、日本政府は 2020年ま

でに英語教育を小学 3 年生から開始し、小学 5 年生から教科

にしようとしている本稿の政策提言は、今から 5 年後を目処

にそれらの開始年齢をさらに引き下げるという政策を提言す

る。 

 具体的な内容は、以下の通りである。 

・小学 1年生から教科としての英語授業を開始し、小学 1・2

年生では英語に親しむことを目的に、週 1コマの授業を行う。

授業内容は簡単な挨拶など英語でのコミュニケーションや英

語を使ったゲーム、英語アニメ鑑賞などである。 

・小学 3 年生からは、読むことや書くことを含めた初歩的な

英語の運用能力を養うことを目的に英語を教科化し、小学 3・

4年生は週 2コマ、小学 5年生からは週 3コマの授業を行う。

また、授業は中学校のように英語専門教員が担当し、ALTによ

る授業も組み込む。 

小磯(2011)によると、1997年から初等教育で英語を必修化

した韓国、2001年から小学校に英語授業を導入した中国など

                                                      

⁵文部科学省(2014)「小・中・高等学校を通じた英語教育強化

事業」より  

で英語能力の規定要因に関する分析を行った結果、20歳以下

の若者層の英語能力に教育年数が影響を及ぼしていることが

明らかとなった。このことから、英語教育開始年齢を引き下

げ、英語教育年数を増やすことは英語能力を上げる効果が見

込まれる。また、英語教育開始年齢を引き下げることは政府

の方針と一致している。しかし、現在政府が定めた新体制で

は、教科としての英語は小学校において年間 105 時間、卒業

までに 210 時間しか設けられていない。同様の政策によって

成果をあげている中国は概算で約 592 時間設けられているな

ど、英語教育開始年齢をさらに引き下げる必要があると考え

る。 

しかし、この政策の実現に際して考えられる課題として教

員不足と小学校英語教育から中学校英語教育へのスムーズな

移行が難しいことが挙げられる。これらの課題を解決するた

めに、本稿では ALT や外部人材の活用と、小中連携の推進を

目指す。教員不足に関して小学 3 年生から英語専門教員によ

る英語授業を行うとなると、小学校は全国に約 2 万校あるた

め、1 校に 2 人の英語教員を配属するとしても少なくとも新

たに約 4 万人が必要になる。現在、小学校の外国語授業にお

ける ALT の活用率は約 60%であり、十分に活用されていると

は言い難い。その原因として、ALTの雇用のコストが挙げられ

る。これに対して政府は 2014年から 300億円程度の地方財政

措置を行っている。また、外部人材として、退職教職員や教

員志望の学生などをサポーターとして登用することや、教員

免許状を持っていないが優れた知識経験等を持っている社会

人などを教員として迎え入れる特別免許状制度の活用を促進

している。政府はこうした外部人材の活用に対し 47億円の予

算をつけている5。そのため、コストの面での障壁は低いと考

えられる。また、これまで中学校から行っていた英語教育を

小学校からにすることで、教育内容の重複などの効率の悪い

英語教育になることが考えられる。これに対して政府は小中

の連携を推進することで解決を目指している。政府は地域ご

との小中連携の事業として「英語教育強化地域拠点事業」を

構想しており、教育委員会や国立大学法人などの管理機関が

その地域の小中学校を一括で管理・指導することが定められ

ている。このことから、小中連携についても障壁は低いと考

えられる。 

 

5.2 教員採用試験における外部資格義務づけ 

 

分析より、教員の英語能力は学生の英語能力に対して正の

影響力があるとわかった。しかし、現在の教員の英語能力は、

先に述べたように非常に低いことから、英語担当教員の英語

能力を向上させるための政策が必要であると考えられる。そ
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こで「英語教員採用試験における外部資格取得の義務付け」

を提言する。 

現在、公立学校教員採用選考試験(以下、教員採用試験とす

る)は各都道府県や政令指定都市などを合わせた全 68 の教育

委員会によって行われており、日程、内容なども各教育委員

会によって異なる。多くの教育委員会では、受験者の素質能

力、適性を多面的に評価するため、筆記・面接・実技を組み合

わせた二段階の試験が行われている。 

平成 29年度実施の教員採用試験では、小学校外国語活動に関

しては、筆記試験が 53 県市、実技試験が 24 県市で行われて

いる。中学校および高等学校の英語に関しては、筆記試験の

他に、中学校で 68 県市、高校で 56 県市において実技試験が

行われている。 

また、英語の資格によって一部試験の免除や加点制度などを

設けている教育委員会も多く、一部試験免除は 20県市で、加

点は 30県市で行われている。しかし、多くの県市で英語の資

格は教員採用の必須要件ではなく、英語の資格が参考程度に

しか扱われないところも多くある。6 

そこで本稿では英語担当の教員採用試験の際に、受験者に

外部試験で CEFR B2レベル以上のスコア取得を義務付けるこ

とを提言する。使用する外部試験は英検、TOEIC、TOEFL の 3

つである。これらは英語能力を測る試験として広く一般的に

知られている。また、現在外部試験による優遇制度を設けて

いる県市の全てでこの 3 つの試験が利用されている。このよ

うなことから、使用する外部試験はこの 3 つが適切であると

考える。基準は政府が英語教員に求めるレベルである CEFR B2

レベルとすることで、より高い英語能力を持った教員を増や

すことを目指す。 

この政策を行うことで、CEFR B2 レベル以上の能力を持っ

た教員が増えることにより、教員の質が上がり、生徒の英語

能力向上が見込まれる。さらに、一定の水準の英語能力が教

員採用の時点で担保されることで、採用後の教員養成の際、

指導力の向上に今までよりも時間が割けるようになり、高い

英語能力と高い指導力を持った教員を増やすことができると

考える。 

前述したように、現在多くの教育委員会では外部試験を活

用している。また、このうち英語の資格による加点制度を行

っていた県市は、平成 28年度選考では 16であったが、29年

度選考では 30 と大幅に増加している。さらに、宮城県では、

中学校「英語」と高等学校「英語」に関して平成 33年度の選

考試験から外部試験による資格保有を義務付けるとしている

など、多くの教育委員会で外部試験の活用の流れがあること

から、実現可能性は高いといえる。 

 

                                                      

⁶文部科学省(2017)「平成 29 年度教員採用等の改善に係る取

組事例」より 

 

5.3 英語教員の海外派遣事業 

 

分析から、英語教員の英語能力は生徒の英語力に影響を与

えることが分かった。そこで本稿では「日本人若手英語教員

米国派遣事業」の復活・改良を提言する。 

2011 年日米首脳会議に発出された「日米同盟深化のための

日米交流強化」の主要事業の一つとして「日本若手英語教員

米国派遣事業」(2013 年に終了)が開始された。この事業は、

若手英語教員をアメリカに派遣し、英語教育の教授法を学び

英語指導力や英語によるコミュニケーション能力を充実させ

ることを目的としている。また中長期的な目的として日米同

盟の深化・発展のための相互理解を促進することがあげられ

ている。2011年でのこの事業では任命権者から推薦された 20、

30 代の若手教員が約 100 人、6 か月間アメリカに派遣されて

いる。この年齢や人数、期間は 2013 年でもほぼ同様である。 

事業開始時の 2011 年では予算額として外務省から 2 億円、

文部科学省から 3 億円が算出されており、その後もほぼ同様

の予算額が算出されている。この支出金の大きさが原因かど

うかは定かではないが、前述のとおり 2013年にはこの事業は

「若手教員米国派遣交流事業」として改められ、予算措置も

外務省と文部科学省ではなく、外務省の単独措置となってい

る。この新たな交流事業では、主体が外務省であることから

も推測できるように「日米の交流」に重きが置かれるように

なり、2017 年度では派遣期間は 21 日間と縮小されている。

中学生や高校生などの成熟前ならまだしも、20代半ばから 30

代の大人が 20 日あまりアメリカに滞在したからと言って英

語能力やその指導力があがるとは考えにくい。 

また類似の事業として「英語教育海外派遣研修」という英語

教員をアメリカまたはイギリスに約 2 か月間派遣する事業も

あるが、前述の事業ではほぼ全額を国が負担したのに対して、

「英語教育海外派遣研修」では国（厳密には独立行政法人教

職員支援機構）が 50%負担と決められており、ハードルが高い

ものとなっている。 

こうした現状をもとに、本稿では海外派遣事業の復活、改

良を提言する。改良する点は一方向の派遣ではなく、双方向

の派遣の検討、それに伴う派遣先の多様化である。双方向の

派遣を検討する理由として「英語教員を 6 か月も派遣し、そ

の帰国を待っているようでは生徒の英語能力を上昇させるこ

とができたとしても時間がかかり過ぎる」との批判がある。

また、その 6 か月間の「穴」をどのように埋めるかについて

の懸念もある。そこで、分析において授業の半分を英語で行

う教師の数が生徒の英語能力に影響力を持つことが分かった

ことから、英語のネイティブスピーカーを日本から相手国に
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派遣するのと同じ数だけ受け入れる。これにより、派遣され

た教師の穴を埋めることができる。 

ここで派遣先の国を多様化した理由であるが、大きく分けて

2つある。一つ目は費用の問題、二つ目は日本が受け入れる日

本語の学習者・教師の問題である。ここではオーストラリア

を例に考える。 

一つ目について、参考として留学ジャーナルに掲載されて

いる費用概算(授業料＋滞在費＋食費)をみてみる。それによ

ると、24 週間(6 か月)の語学留学でアメリカでは最大 225 万

円かかるのに対してオーストリアでは最大 160 万円かかると

概算されている。今回の事業の場合授業料は関係ないが、そ

れでもアメリカよりもオーストラリアのほうが費用が少なく

済むと考えられる。 

 次に二つ目の理由である日本人学習者・教師については、

国際交流基金によると 2012 年時点では日本語学習者数でオ

ーストラリアは 4位で英語圏では最大となっている。2016年

での日本語教師数は 2800人に上っている。日本人中学英語教

員の合計は 29,936人であるが、30代未満に限れば約 3,742人

である(英語教員に関する年齢別のデータがなかったので、中

学校英語教員に 30 代未満の教員の数÷全教員数(≒0.125)を

掛けた)。この数字をみると、日本からの教師が供給過多にな

る可能性は少ない。またオーストラリアでも対アジア戦略に

おいて自国の利益につながる人材教育を目指していることか

ら先方にも日本語教師を日本に派遣させるインセンティブが

あると考えられる。 

 課題としては現状部分でも述べた通り、巨額の資金が必要

であるということである。だが、文部科学省の日本人若手英

語教員米国派遣事業の中学校における研修成果活用事例には、

研修後英語の授業は英語で行うことを原則として実践を進め

た、ある中学校での英語授業のわかりやすさを問うたアンケ

ートでは「よくわかる、わかる」と答えた生徒の割合が 5 月

から 11月で約 20%上昇したことがわかっている。また、現状

でみたように現行の政策では英語教員養成が進んでいるとは

いいがたい。そのため費用をかけてでも英語教員の養成に力

をいれるべきであると考える。 

 

5.4 英語授業の段階的完全英語化 

 

分析の結果、中学校と高校において授業内英語使用率が生

徒の英語力に対して正に有意ということが分かった。最近で

も、高校では 2008 年度の学習指導要領改訂で、中学校では

2013年に文部科学省が発表した「グローバル化に対応した英

語教育実施計画」で、英語の授業は英語で行うことを基本と

することが決定された。しかし、授業内での英語の積極的な

使用を促す政策が打ち出されているのにも関わらず、担当す

る授業において「発話をおおむね英語で行っている」教員と

「発話の半分以上を英語で行っている」教員の割合の合計は、

2016 年 12月時点で中学校では全国平均で 63.1%、高等学校で

は 45.0%となっており、中学校、高校における英語授業内にお

ける英語の発話状況が十分であるとはいいがたい。また、英

語力のピークは、大学入試を終えたばかりの入学当初で、そ

の後下降していくといわれている。そのため、そのピーク時

の英語力を維持し、さらに向上させるためにも大学英語の授

業においても改善が必要であると考えられる。そこで、中学

校から大学にかけての段階的な英語授業の完全英語化を提言

する。 

 中学校・高校における授業内での教師の英語使用状況は先

に述べたとおりである。それに加え、授業における生徒の英

語による言語活動時間の割合は、「おおむね行っている」と「半

分以上の時間、行っている」を合わせて、中学校では 69.7%、

高等学校では 47.2%となっている。また、2012年度において、

学部段階で英語教育を実施している大学は全体の 99.3%であ

るのに対して、学部段階で「英語による授業」を実施してい

る大学は全体の 32.4%となっている。つまり、ほとんどの大学

が「語学としての英語授業」を行っているが、「英語で教授さ

れる授業」を行っている大学は少ないというのが現状である。 

 以上のことを踏まえ、英語授業の完全英語化の段階的実施

を提言する。具体的には、中学校では週に 1 コマ、高校では

週に 2 コマ、そして大学では全ての英語授業を、完全に英語

で行うこととする。先に述べた通り、授業内英語発話割合が

生徒の英語力に正に有意にはたらくという結果から、この政

策によって英語を聞いたり話したりする機会が増加すること

で、中学校・高校では英語力の向上、大学ではそれとともに、

中高で培った英語力の維持効果があると期待される。    

 中学校・高校で授業内の発話が英語で行われている割合が

小さいことの理由として、教員の英語能力不足や、正確で完

璧な英語を目指したがる傾向が挙げられる。そこで政府は現

在、「小学校における外国語教育の充実に向けた充実に向けた

取組」のなかで、学校英語教育の推進リーダーを設置し、英

語教員の強化を推し進めようとしており、教員の英語指導に

対しての政策がとられている。また、そのほかにも英語授業

の充実に向けての環境整備が進んでいることからも実現可能

性は高いといえる。大学に関しては各大学の募集要項などか

ら、英語教員に求められる英語能力は高くなっているため、

英語授業の完全英語化への抵抗は少ないと考えられる。 

 

5.5 ICTの有効活用による英語教育推進 

 

分析結果より授業内における英語の発話状況が生徒の英語

能力に正の影響力を持つことが分かった。実際に英語に触れ

る機会が多いことが英語能力向上につながるということが考

えられる。現在の日本においては生徒が英語を聞いて実際に

英語を話すような授業は多くなく、文法や読解中心の英語教

育がなされている。政府は英語能力向上のためにいくつかの
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施策を段階的にと入り入れようとしている最中であるが、効

果検証には時間がかかることが考えられる。そうした状況の

中、授業の中で生徒が英語を実際に使う機会の増加を目指し、

本稿では教育現場における ICTの利用に着目した。 

 現在、政府は教育の情報化の推進を掲げ、「日本再興戦略

2016」において 2020年の目標として、授業中に ICTを活用し

て指導することができる教員割合、都道府県及び市町村にお

ける ICT 環境整備計画の策定率、無線 LAN の普通教育への導

入率の 3 つについて 100%を目指すことを掲げている。また、

2014年に文部科学省は英語教育における ICTの活用について、

2014 年度の地方財政措置 1,678 億円を活用し、ICT 教育のた

めに必要なハードウェアの充実などを掲げている。このよう

に現在では国を挙げて教育において ICT を有効に活用するべ

く取り組んでいることがわかる。しかし、ICTの具体的な活用

に関してははっきりとした方針が定まっているとはいいがた

く、地方自治体での使用例がいくつか参考として挙げられて

いるにすぎないという現状がある。  

 以上の現状より、英語教育における ICT の有効な活用を目

指し、初期の英語教育において ICT を利用して英語圏の海外

の学校とインターネットを通じた国際交流授業を行うこと、

また後期の英語教育においてインターネットを通じたマンツ

ーマン英語レッスンの導入を提言する。ここでいう初期の英

語教育は小学校から中学 1 年程度を想定しており、後期の英

語教育は中学 2年から高校卒業までを想定している。 

 まず、インターネットを通じた国際交流授業について説明

する。先行事例として熊本県大津市を挙げる。熊本県大津市

では NTT 西日本と提携して姉妹都市である台湾の高雄市との

交流授業を 2017年 10月から始めている。具体的にはフル HD

のテレビ会議システムと等身大の大画面を教室に導入し、イ

ンターネットで学校同士をつなげることにより同じ空間で授

業を受けているような交流授業の実現を図るというものであ

る。また、この授業を行う際に翻訳用のタブレットを使用す

ることによって、リアルタイムで海外での発話が日本語に翻

訳されるという翻訳支援も導入している。 

 こうした交流授業を英語圏の各都道府県や市町村の姉妹都

市と行う。それにより、現地で話されているネイティブの英

語を実際に聞いてコミュニケーションをとろうとすることに

つながり、授業の中で英語を使う機会が増えることが期待さ

れる。またこの際に翻訳支援を充実させることにより、英語

が苦手な生徒も苦手意識をあまり持つことなく、英語を使用

する場を得ることができるようになると考えられる。また国

際交流授業は英語を使用する場を増やすだけでなく、他国の

文化に触れ学生がグローバルな視点を養うことにもつながる

と考えられる。そうした観点からも国際交流授業を全国的に

導入することが英語能力向上だけでなく、様々な面で学生に

良い影響を与えることが期待される。 

 次に、オンラインでのマンツーマン英語レッスンについて

説明する。これについて佐賀県上峰町での先行事例を紹介す

る。佐賀県上峰町では民間のレアジョブ社と契約し、2015年

から小学 6 年生を対象に Skype を利用したマンツーマンオン

ライン英会話レッスンを導入した。ここでは学生一人一人が

ヘッドセットを着用しタブレットを利用してマンツーマンで

の英会話レッスンを外国人講師と行っている。 

 こうしたマンツーマン授業に関して全国的に導入すること

により、学生がより長い時間英語を実践的に使用する場が設

けられ、学生の英語能力向上につながると考えられる。また

この授業に関しても翻訳支援ソフトを導入する。これによっ

て英語が苦手な生徒でも翻訳ソフトを有効に活用しながら

徐々に英語を使うことに慣れていくといった、段階に応じた

英語教育が可能になると期待される。この 2つの政策により、

まず初期の英語教育では大人数の授業で英語を実際に使って

のコミュニケーションを学び、後期の英語教育においてはマ

ンツーマンでの英語教育により、発展的な英語教育を目指す。    

 国際交流授業に関しては先に述べた通り、本場の英語に触

れる機会の増加、また海外の学生との交流によりグローバル

な視点を養うという効果が期待される。またマンツーマンで

のオンライン英会話レッスンに関しては、佐賀県上峰町では

中学進学後の佐賀県の学習状況調査において英語の正答率が

すべての区分で県平均を上回ったというデータがある。全国

的にもこうした効果が期待される。  

 これらの政策を実現するには ICT の導入が不可欠であり多

くの費用がかかる。これに関しては、政府が現在 ICT の導入

を積極的に推し進めようとしていることを考えると実現可能

であると考えられる。また、マンツーマン授業の外国人講師

については、佐賀県の例を参考に、民間の会社を有効に活用

したり、現在の ALT 制度などを有効に活用したりすることで

必要な人数の確保をすることが、これからの課題になると考

えられる。 

 

Ⅵ 終わりに 

 

本稿では日本人の英語能力の低さを問題視し、TOEFL スコ

アを用いた多国間分析と日本の生徒の英語能力に影響を与え

る要因、英語能力と所得の関係についての実証分析を行った。

その結果、日本の生徒に関して、教員の英語能力、授業内で

の英語発話状況、教員一人当たりの生徒数が英語能力に影響

を与えることが明らかとなった。また、英語能力と所得にも

関係性があることが明らかとなった。それらを踏まえ、日本

の英語教育改革を目指し政策提言を行った。 

しかし、本稿には課題も残されている。まず、実証分析に

おける日本の生徒の英語能力について具体的な点数を用いて

いない点である。現時点では全国学力調査において英語は科

目として導入されておらず、より具体的に学生の英語能力を
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測る点数がわかっていない。より詳細な分析において全国学

力調査での英語の点数は必要になるだろう。2019年度から英

語は全国学力調査に組み込まれる予定であるため、結果の公

表が待たれる。 

また、他の課題として日本政府による英語教育政策は現在

進行形で進んでいるために政府が行っている政策についての

効果検証が不十分である点がある。政府は多くの政策を打ち

出してはいるものの、2020年度までの実施を目標とする政策

なども多く、効果がわかるまでには時間が必要となるだろう。

政策が行われてから一定期間が経過したうえで改めて効果検

証の必要性があると考えられる。 

最後に、本稿が日本の英語教育改革につながり、日本人の

英語能力向上の一助となることを願い、本稿を締めくくる。 
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第 3 章 地方議会の競争促進に関する 

実証分析 
 

水津佐英子 前嶌大輝 

三和将大 後藤はるか 

佐々木響介 

 

要旨 

日本は人口減少局面に突入し、現状が続けば、2060 年には人口が現在の約 3 分の 2 の規模にまで減少するとともに、65 歳

以上の高齢者人口比率は 4 割に達すると言われている。さらに地方議会は様々な問題を抱えており、それらを的確に対処する

必要がある。その中でも本稿では、代議制民主主義が土台から崩壊しかねない非競争的選挙に着目する。非競争的選挙は、民

主主義の空洞化をはじめ、投票率の低下、エージェンシースラック、議員のパフォーマンスの低下などの問題をもたらす。非

競争的選挙が地方議会における様々な問題の原因となっていると考えられる。 

競争的選挙をもたらし、これらの問題を解決するには、選挙制度自体を変える方法や、意欲ある住民の立候補を促進する環

境整備などの方法が考えられるが、本稿では、いまだ研究が多くなされていないという理由から、実証分析のリサーチクエス

チョンを「立候補を促進する環境整備の方法のうち、競争的選挙をもたらすものは何か」と設定する。ただし地方議会には自

治体人口 178 人の青ヶ島村議会から 9,272,740 人の東京都特別区部までその姿は多様であるため、一律に同じ解決策が妥当で

はないと考えられることには留意したい。 

 候補者倍率に影響を与える要因を明らかにするため、2017 年 11 月 3 日時点で直近の都道府県議会議員選挙および市区町

村議会議員選挙の結果をクロスセクションデータとして扱い、都道府県議会と市区町村のレベルに分けた多重回帰分析を行っ

た。分析の結果、都道府県議会においては「新人候補者割合」、「住民 1 人あたり平均所得」、「投票率」、「共産党候補者割合」

が候補者倍率に正の影響を与え、「候補者平均年齢」、「平均議席数」が負の影響を与えていることが確認された。市区町村議会

においては、都道府県議会と同様に「新人候補者割合」、「住民 1 人あたり平均所得」が正の影響を与えていることが分かっ

た。 

実証分析と現状分析を踏まえて、立候補を促進する環境整備に関する政策を 5 つ（①サラリーマン議員の立候補・兼業促進

の法整備、②議会の夜間・休日開催の促進、③新たな議員報酬制度の導入、④被選挙権年齢の引き下げ、⑤供託金制度の廃

止）提言する。これらの提言により、立候補を阻害する要因、議員活動を阻害する要因が取り除かれ、住民の立候補者、特に

サラリーマン議員の立候補者の増加が見込める。立候補者が増加することで、地方選挙の活性化が図られ、最終的には地方議

会の非競争的選挙が改善されることを目指す。 
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I はじめに 

 

総務省地方議会に関する研究会（2015）によると、「我が国は、人

口減少局面に突入し、現状が続けば、2060年には人口が約8700万

人と現在の3分の2の規模にまで減少するとともに、65歳以上の高

齢者人口比率は 4 割に達することが見込まれる。社会経済や地域社

会の状況が大きく変容する中、地方公共団体は、これらの厳しい課

題に対し、地域の実情を踏まえ、的確に対応していくことが求めら

れている」と述べている。さらに同報告書は、現状の地方議会のあ

り方について、相互に関連している以下のような課題を指摘してい

る。①議員の構成について、女性の議員の割合が男性の議員に比べ

て著しく少なく、また、60歳以上の議員の割合が特に町村議会にお

いて高いなど、住民の構成と比較した場合に、偏りが見られること。

②都道府県議会や町村議会において、無投票当選の割合が増加傾向

にあることなどに表れているように、議員のなり手が不足している

こと。③地方選挙の投票率が低下するとともに、都市部においては

議員と住民との関係が希薄であるなど、地方議会に対する住民の関

心が大きく低下していること。④政務活動費の使途の問題等により、

議員の資質や活動に注目が集まるとともに、議会のあり方が問われ

るなど、地方議会及び議員に対する住民の信頼が低下していること、

などを挙げている。 

 これらの課題が挙げられる中、本稿では議員のなり手不足につ

ながっているとされる「非競争的選挙」に着目して分析したのちに、

分析を踏まえた政策提言を行う。 

 

II 現状分析・問題意識 

 

II-A．本稿で用いる用語の定義 

 

 本稿では無投票当選、低競争率の 2 つを「非競争的」と定義づけ

ることとする。無投票当選とは、公職選挙法第100条に規定されて

いるように、選挙の際に候補者数が定数と同数、または定数未満に

なった際に、有権者による投票を経ずに候補者がそのまま当選する

ことである。また、選挙の競争度を測る指数は様々あるが、本稿で

問題視する低競争率の「競争率」は、候補者倍率（候補者数÷議席数）

とする。 

また地方議会には自治体人口 178 人の青ヶ島村議会から

9,272,740 人の東京都特別区部までその姿は多様であるため、解決

策も異なってくる。実際に総務省地方議会に関する研究会（2015）

では、人口規模の大小による自治体の特徴について整理している。

それぞれの自治体の実態や傾向を踏まえつつ、議会制度のあり方や

人材確保のあり方について考えることが必要である。よって本稿で

は、都道府県議会、大規模市区町村議会、中規模市町村議会、小規模

町村議会の4つに分けて考える。人口30,000人超を大規模（指定都

市含む）、人口1,001～30,000人を中規模、人口1,000人以下を小規

模と定義する。人口別団体数は図 1 のようになっている。また同じ

市区町村というくくりでも、その規模に応じて、自治体の財政力、

議員の平均年齢や年間会期日数などが異なっており（末尾の表 1 に

示す）、一律に同じ解決策が妥当ではないことも考えられる。 

 

(図1) 人口段階別自治体数 

総務省（2017）「住民基本台帳に基づく人口、人口動態及び世帯数」

より筆者作成 

 

II-B．非競争的選挙の現状 

 

地方選挙では都道府県知事選挙、都道府県議会議員選挙、指定市

長選挙、指定市議会議員選挙、特別区長選挙、特別区議会議員選挙、

市長選挙、市議会議員選挙、町村長選挙、町村議会議員選挙の10種

類の選挙が行われている。 

地方議会議員選挙における無投票当選者数の割合を統一地方選挙

の結果からみてみると、町村議会議員選挙と都道府県議会議員選挙

において長期的に上昇している。2015年統一地方選挙では、それぞ

れ21.8％及び21.9％となり、町村議会議員選挙では過去2番目に高

い割合、都道府県議会議員選挙では過去最高の割合となった（図2）。 

また、総務省自治行政局選挙部（2015）「地方選挙結果調」による

と、2015 年度統一地方選挙では市町村議会議員選挙で約 22％、都

道府県議会議員選挙で約 33％の選挙区で無投票当選になっている。

さらに立候補者が定数より 1 人多かったというケースは市町村議会

議員選挙で 23％、都道府県議会議員選挙では 41％にも上る（図3、

4）。 

以上より、無投票当選および 1 人しか落選しないような非競争的

な選挙が多く行われていることが読み取れる。 
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(図2) 統一地方選挙における無投票当選割合の推移 

（総務省「地方選挙結果調」より筆者作成） 

第1回、第2回統一地方選挙の際は調査を実施せず。 

 

(図3) 市町村議会議員選挙における非競争的選挙 

（総務省自治行政局選挙部（2015）「地方選挙結果調」より筆者作成） 

 

(図4) 都道府県議会議員選挙における非競争的選挙 

（総務省自治行政局選挙部（2015）「地方選挙結果調」より筆者作成） 

 

II-C. 非競争的選挙がもたらす問題点 

 

非競争的選挙は、主に以下の4つの問題をもたらすと考えられる。 

第 1 は、民主主義の空洞化である。民主制にとって選挙の実施は

重要である。Dahl and Stinebrickner(2002) は、民主制に必要な要

素として「政策に対する最終的な決定権が選挙で選ばれた公職者に

あること」、「自由・公正・定期的な選挙によって平和的に公職者が

交代すること」の 2 点を挙げているが、無投票当選はこれらの要素

を満たさない状態であると言える。立候補者が定数以下であるとい

う無投票当選は、住民が選択肢を持てない状況と考えられる。投票

が成立すれば住民は選挙を通じて意思を示すことができるが、先ほ

ども述べたように、日本の制度では候補者が定数以下の場合は投票

が行われない。小林（2015）によると、無投票当選は①選挙戦を通

じて各候補者が訴える政策を知る機会を失う、②投票を通じて現職

の候補者の業績を評価する機会を得られない、③複数の候補者を比

較検討し、よりよいと考える候補者を選ぶ機会を失うなどの問題を

生じさせる。実際に相川（2015）は「代議制民主主義が土台から崩

壊しかねない」として無投票当選に警鐘を鳴らしており、立候補の

促進および地方選挙を活性化させる必要性を訴えている。 

第2は、投票率の低下である。小林（2015）では、「選挙の競争率

が高い地域では投票率が高くなる」という仮説を、投票率を従属変

数とする重回帰分析により検証している。ここでの「競争率」は、定

数に対する候補者の割合と定義されている。分析の結果、県議会選

挙を除き統計的に有意であり、地方議会選挙において、候補者間の

競争は投票率の向上をもたらす方向の影響を与えることが分かった。

競争率の高い選挙ほど有権者は投票に行く傾向があると考えられる

という結論を導き出している。 

第 3 は、エージェンシースラックである。これは公共選択論の理

論であり、エージェント（議員）が、プリンシパル（有権者）の利益

のために委任されているにもかかわらず、プリンシパルの利益に反

してエージェント自身の利益を優先した行動をとってしまうという

問題である。エージェンシースラックが発生する理由は、国民が政

治家を監視する手段として選挙が十分に機能しえない点にある。一

般的に選挙は数年に一度行われるにすぎず、様々な政策上の問題に

関して詳細な意見を表明することも難しい。政治家は、このような

選挙の特性を利用して、私的利益に寄与する不適切な政策を実現し

ていると佐野（1998）は指摘する。正常に選挙が行われている場合

でもこの問題が提唱されているのに、ましてや非競争的選挙となれ

ばなおさらエージェンシースラックが顕著に表れると考えられる。 

 第 4 は当選後のパフォーマンス（議会における仕事ぶり）の低

下である。非競争的選挙の影響として、Galasso and Nannicini（2011）

によると、接戦区を制した議員は、無風区で当選した議員よりも、

当選後のパフォーマンスにおいても優れていると分析している。具

体的には、選挙競争度を被説明変数、議会審議の欠席率（正当な理

由による欠席を除く）を説明変数とし、接戦区（2大連立政党の惜敗

率が高い選挙区）選出の政治家のほうが議会審議を欠席する割合が

4.9％低くなる傾向があるということを分析から導き出している。こ

の結果から、接戦区選出の政治家のほうがより議員としてのパフォ

ーマンスが優れていると結論付けている。このような結果になった

理由として、次の選挙での再選を目指して、議員活動に精力を注ぐ

ためということも考えられるが、質の高い議員が接戦選挙区から出

馬させられているために起こる結果であるという分析結果も出てい

る。ただし、この分析はイタリアの国会議員を対象としており、国

が違うことに加え、分析の対象としている議員も地方議員ではない

ため、本稿に直接関係するものではないことに留意したい。あくま

でも議員のパフォーマンスが低下する可能性があるということであ

る。 
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以上のように、非競争的選挙は様々な問題を引き起こす。よって、

競争的選挙を行うことは地方自治体にとっても、住民にとっても重

要なことであるといえる。 

 

II-D．問題意識とリサーチクエスチョン 

 

地方議会選挙において、競争的選挙をもたらすには選挙制度自体

を変える方法や、意欲ある住民の立候補を促進する環境整備などの

方法が考えられる。 

地方公共団体の議会については、これまで総務省地方議会のあり

方に関する研究会（2014）、総務省地方議会に関する研究会（2015）、

総務省地方議会・議員に関する研究会（2017）による検討が重ねら

れてきており、議会の役割強化の方策や諸課題解決に向けた方向性

が示されてきた。これらの研究会では、地方議会の抱える課題に対

して議会制度及び議会運営のあり方、地方議会の議員に求められる

役割、多様な層の幅広い住民が議員として地方議会に参画するため

の方策、地方議会における政党及び選挙制度のあり方、住民参加の

充実、住民の信頼確保を図るための地方議会のあり方などが議論さ

れている。 

このうち選挙制度に関しては、総務省地方議会・議員に関する研

究会（2017）において市区町村、都道府県議会議員選挙それぞれに

ついて実効性ある代表選択を可能とする選挙制度のあり方が検討さ

れている。具体的な内容としては以下のようになっている。現行の

都道府県議会議員の選挙は、選挙区を設置しての単記非移譲式投票

制を採用しているが、選挙区ごとに定数が大きく異なっており、選

挙の性格が混在していることや、有権者が負う情報コストが高くな

っている選挙区もあること、さらには、選挙区間での 1 票の格差が

大きくなっている場合があること等の課題があると考えられる。よ

って都道府県議会については比例代表選挙の導入案を提言している。

現行の市区町村議会議員の選挙は、原則として市区町村全域を区域

とする単記非移譲式投票制を採用しているが、当選に必要な最低得

票率が極端に低くなることや、候補者の個人的つながりに依拠した

選挙となり得ること、さらには有権者が負う情報コストが高くなっ

ている等の課題があると考えられる。そこで、市区町村議会につい

ては比例代表選挙を導入する案と投票方法について制限連記制を導

入しつつ、必要に応じて選挙区設置を進める案を提言している。同

様に砂原（2015）でも、市町村議会の選挙制度として非拘束名簿式

比例代表制の導入を提案している。 

一方で、立候補を促進する環境整備について細かく分析している

研究は筆者の知るところではなされていない。実際に上述の研究会

によって、供託金のあり方、被選挙権の拡大、勤労者の立候補、公務

員の立候補制限と議員の兼職の禁止の緩和、議員報酬等のあり方、

柔軟な議会運営の工夫などが検討されている。しかし論点が提示さ

れているだけで、詳細な分析などはされていない。よって本稿では

「立候補を促進する環境整備」に焦点を当てた実証分析を行い、こ

れらの政策の効果を検証していく。 

以上をまとめると、本稿では、「非競争的選挙が地方議会における

様々な問題の原因となっていること」を問題意識とし、そして実証

分析のリサーチクエスチョンを「立候補を促進する環境整備の方法

のうち、競争的選挙をもたらすものは何か」と設定する。 

 

III 先行研究及び本稿の位置づけ 

 

III-A．先行研究 

 

わが国における地方議会の無投票当選に関する研究は未だ少ない

のが現状である。特に、実証分析を行って無投票当選の原因を明ら

かにした研究は少ない。 

久禮（1992）では、1991年4月に施行された第12回統一地方選

挙の結果から、無投票当選の原因を考察している。特に道府県議選

で無投票当選が多かった原因は、民主、公明、共産、民社、社会連合

党が候補者を前回より減らしたことと、都道府県議会において定数

1 の選挙区（以下では「1人区」）が多いこと、市民の地方選挙に対

する関心が低いことの 3 点を挙げている。政党からの候補者が減っ

たことについては、特に共産党が候補者を絞り込んだことが大きく

影響したためと述べている。また、1人区については、保守基盤が強

く、現職やその地域を継承するものが支持を集めやすいために、支

持基盤が固定化されていることが新規参入の障壁となっていると考

えられている。そして、市民の地方選挙に対する関心の低下は、無

投票当選だけでなく全国の選挙区全体の低倍率につながっていると

し、市民の関心の薄さが無投票当選の根本的な原因であると述べら

れている。 

石上（2003）では、2003年4月に施行された第15回統一地方選

挙における無投票当選の動向について検討しており、共産党が候補

者を増やした選挙では無投票当選が減少し、反対に候補者を減らし

た選挙では無投票選挙が増加する傾向があると明らかにした。また、

久禮（1992）と同様に、県議会議員選挙の無投票当選は議員定数に

も影響を受けていることを明らかにした。第15回統一地方選挙の結

果では、1人区では無投票当選の選挙区の割合が約半数にもなるが、

2人区、3人区と定数が増えるほど無投票当選の割合は減少する。県

議会議員選挙では、選挙区ごとの議員定数が少ない選挙区ほど、無

投票当選になる頻度が多いと述べられている。上記の 2 つの先行研

究では、政党と選挙区ごとの議席数、市民の関心度を無投票当選の

原因であると明らかにしているが、実証的な分析は行われていない。 

小林（2015）では、2001年1月から2015年7月までに行われた

全国の地方議会及び首長選挙を分析の対象としており、被説明変数

に各選挙で選挙が成立したか否かをダミー変数として使用したロジ

スティック回帰分析を行っている。説明変数には人口変動率、第 1

次産業割合、人口密度、県民所得が採用されている。全選挙、市区議

会、町村議会、市区長、町村長の 5 つのモデルに分けて分析を行っ

た結果から、人口の増加・減少に関わらず変動率が高いほど、無投

票当選の確率が高くなることを明らかにした。この結果については、

人口変動によって従来の結びつきが弱まり、住民が地域のために働
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く議員になろうというインセンティブを持ちにくくなるからである

と考察されている。 

 

III-B．本稿のねらい 

 

前節で述べたように、地方議会選挙の無投票当選について実証分

析を行った先行研究は少ない。久禮（1992）と石上（2003）では定

性的な分析にとどまっており、小林（2015）では産業割合や人口、

県民所得などの地域の環境による要因のみを考慮しているという点

に、論文の限界がみられる。 

本稿では先行研究で明らかにされた無投票当選の要因を説明変数

として採用し、さらに独自の変数を加えて実証分析を行う。また、

小林（2015）では被説明変数が「無投票当選ダミー」であるのに対

し、本稿では「候補者倍率（候補者数÷議席数）」を採用する。選挙

が実施されるだけはでなく、議員の競争率を上げることが本稿の目

指す議会選挙の最終目標であるため、被説明変数には候補者倍率を

採用した。本稿では、地方議会選挙における非競争的選挙の要因を

明らかにし、地方議会選挙の競争を促進し得る政策を提言すること

を目的とする。 

 

Ⅳ 理論・分析 

 

本稿では都道府県議会と市区町村議会レベルに分け、分析を行う。

都道府県議会と市区町村議会はどちらも2017年11月3日時点で参

照した直近の選挙のクロスセクションデータを使用し、実証分析を

行う。 

地方議会における候補者倍率に影響を与える要因を明らかにするた

め、被説明変数として各都道府県市区町村の当選者数と候補者数か

ら候補者倍率を算出して利用する。統一選を行った道府県に関して

は総務省自治行政局選挙部（2015）「地方選挙結果調」からデータを

用いた。統一選を行っていない都県と市町区村に関しては「選挙ド

ットコム」からデータを独自集計した。 

分析のレベルを都道府県と市区町村にレベル分けすることで、議会

の規模に応じて候補者倍率を上げる要因が明らかにできる。また、

選挙区の区割りの違いを考慮することができるといったメリットが

ある。都道府県議会では人口規模や地理的な理由からいくつかの市

区町村を合わせた選挙区が存在しているが、市区町村議会では自治

体ごとに議会が存在する。都道府県議会の分析では議会全体の選挙

区のデータを合計して算出しているが、市区町村議会の分析では各

自治体の候補者倍率やその他変数を用いているため、ミクロの視点

で候補者倍率を上げる要因が明らかにできる。 

 

IV-A．変数選択 

 

本稿では都道府県議会と市区町村議会に分けて分析を行うが、議

員報酬、新人候補者割合、一人当たり平均所得、統一選ダミーを共

通の変数として扱う。都道府県議会ではそれに加え、投票率、候補

者の平均年齢、共産党の候補者割合、無所属候補者の割合、選挙区

当たりの平均議席数、人口変動率（絶対値）、人口密度あたり選挙区

数を変数として選択した。 

 

以下は都道府県議会と市区町村議会の共通の変数である。 

① 議員報酬（月額） 

議員に限らず、給与の良さは職業選択の際の重要な要素の一つで

ある。市民が議員になるインセンティブとして、金銭的な観点から

議員報酬を選択した。報酬が高い議会ほど議員の魅力が増し、候補

者倍率が高まると予想した。したがって、議員報酬は候補者倍率に

正の影響を与えると考えられる。議員報酬を立候補のインセンティ

ブとして考慮するため、統一選挙が行われる前年度の給与データを

扱った。データは総務省自治行政局公務員部給与能率推進室調査係

「地方公務員給与実態調査結果」から5年分（2012～2016）を用い

た。 

② 新人候補者の割合 

議員への新規参入者が多いほど、議会選挙の競争は促進される。

新人候補者の割合は候補者倍率に正の影響を与えると考えられる。

データは総務省自治行政局選挙部（2015）「地方選挙結果調」に加え、

「選挙ドットコム」から独自集計し、候補者数と新人候補者数から

候補者全体に占める新人候補者の割合を算出した。 

③ 住民一人当たり所得平均（年収） 

地方議会選挙には、立候補の際に供託金、選挙活動費といった莫

大な費用がかかる。これを負担するにはある程度の経済力が必要と

されるため、所得が高い地域ほど議員に立候補する余裕のある経済

力を持つ者が多いと予想される。したがって、一人当たり所得平均

は候補者倍率に正の影響を与えると考えられる。所得を議員立候補

への指標とするために、選挙の行われた前年度の所得データを扱う。

一人当たり県民所得は総務省統計局「統計でみる都道府県のすがた」

からデータを用いた。市区町村の一人当たり平均所得のデータは、

総務省統計局「統計でみる市区町村のすがた」から課税対象所得と

納税義務所数から市区町村の一人当たり課税対象所得を算出し平均

所得として採用した。 

④ 統一選ダミー 

 2015年4月に統一地方選挙は行われたが、県議会選挙では岩手

県、宮城県、福島県、茨城県、東京都、沖縄県の 6 県では統一選挙

実施日以外の日程で選挙が行われている。市区町村議会においては、

市町村合併や議員の任期途中辞任などにより選挙時期がずれるため、

統一率が年々下がっており、2015 年の統一地方選挙では統一率が

41.8％と低いのが現状である。地方選挙を統一して行う主な目的は

有権者の関心を集めることと、選挙事務のコストを削減できること

が挙げられる。統一選が有権者だけでなく投票者だけでなく立候補

者の意識も高まると仮定した。選挙が統一の日程で行われた場合は

1、統一選以外の日程で行われた場合は0というように統一ダミー変

数を入力する。 
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以下は、都道府県議会のみにおいて扱う変数である。 

⑤ 投票率 

各地域において議会に対する市民の関心度が高いほど、議員立候

補者が増えると予想した。本稿では、投票率を市民の関心度の指標

として扱う。したがって、投票率は候補者倍率に正の影響を与える

と考えられる。データは総務省自治行政局選挙部（2015）「地方選挙

結果調」から用いた。統一選以外で行われた県は「選挙ドットコム」

から用いた。 

⑥ 候補者の平均年齢 

候補者の平均年齢が低いほど、働き世代の活発な議会参加がされ

ていると考えられる。また、議員の固定化が進む地域ほど新規参入

者が減り、候補者の平均年齢は高く、より一層候補者倍率が低くな

る。したがって、候補者の平均年齢は候補者倍率に負の影響を与え

ると考えられる。データは総務省自治行政局選挙部（2015）「地方選

挙結果調」、「選挙ドットコム」から用いた。 

⑦ 共産党の候補者割合 

久禮（1992）、石上（2003）では、無投票当選は共産党の候補者戦

略に影響を受けると指摘されており、共産党が候補者を増やした選

挙では無投票当選が減少する。よって、共産党の候補者割合は候補

者倍率に正の影響を及ぼしていると考えられる。データは総務省自

治行政局選挙部（2015）「地方選挙結果調」（総務省）、「選挙ドット

コム」を用い、候補者数と共産党候補者数から算出した。 

⑧ 無所属候補者の割合 

久禮（1992）では、無投票当選の原因として共産党以外の政党か

らの候補者減も無投票当選の原因であると指摘されている。そこで、

無所属候補者の割合が増えるほど候補者倍率も上がるという仮説を

立てる。近年では無党派層増加とともに、無所属候補者の数も増え

ている。無所属での立候補は政党の候補者戦略に左右されにくいと

いう特徴がある。よって、無所属候補者の割合は候補者倍率に正の

影響を与えると考えられる。データは総務省自治行政局選挙部

（2015）「地方選挙結果調」、「選挙ドットコム」を用い、候補者数と

無所属候補者数から算出した。 

⑨ 選挙区当たりの平均議席数 

現在、各都道府県議会において、選挙区あたりの平均議席数は 1

から 3 ほどである。久禮（1992）、石上（2003）では、無投票当選

の原因として、主に 1 人区といった少人数区の存在が挙げられてい

る。したがって、平均議席数が少ないほど県全体の候補者倍率は低

くなる、つまり、平均議席数は候補者倍率に正の影響を与えると考

えられる。データは総務省自治行政局選挙部（2015）「地方選挙結果

調」、「選挙ドットコム」から用い、議席数と選挙区数から算出した。 

⑩ 人口変動率（絶対値） 

小林（2015）では、人口変動率の絶対値を用いて分析しており、

人口変動が大きいほど無投票当選が起こる確率が高まると明らかに

された。この考察として、人口変動率が大きいほど市民のコミュニ

ティ意識が薄れ、議員立候補者が少なくなることが原因として述べ

られている。人口変動率は候補者倍率に負の影響を与えると考えら

れる。本稿では、直近の議会議員選挙が行われた年の人口と、一つ

前の議会議員選挙が行われた年の人口を総務省統計局「人口推計」

から用い、4年間の人口変動率を算出した。 

⑪ 人口密度あたり選挙区数 

 選挙区は主に市町村単位で区切られているが、人口規模が少な

い地域では近隣の市町村をあわせて一つの選挙区として扱われてい

る。人口密度に対して選挙区数が多いほど、選挙区の区割りは細か

い。選挙区の区割りを細かくするほど、地域の代表として立候補す

る住民の意識が高まり、立候補者が増加して候補者倍率が上がると

予想した。したがって、人口密度当たりの選挙区数は候補者倍率に

正の影響を与えると考えられる。データは総務省統計局「統計でみ

る都道府県のすがた」から選挙の行われた年の可住面積あたり人口

密度、総務省自治行政局選挙部（2015）「地方選挙結果調」、「選挙ド

ットコム」から選挙区数を用いて算出した。 

 

IV-B．推定モデル 

 

 以上の変数を用いて実証分析を行う。本稿では最小二乗法による

多重回帰モデルを推定した。 

 

都道府県議会の推定モデルは以下の通りである。 

𝑐𝑜𝑚𝑝𝑒𝑡𝑖𝑡𝑖𝑜𝑛𝑖＝𝛽0 + 𝛽1𝑥1𝑖 + 𝛽2𝑥2𝑖 + 𝛽3𝑥3𝑖 + 𝛽4𝑥4𝑖 + 𝛽5𝑥5𝑖

+ 𝛽6𝑥6𝑖 + 𝛽7𝑥7𝑖 + 𝛽8𝑥8𝑖 + 𝛽9𝑥9𝑖

+ 𝛽10𝑥10𝑖+𝛽11𝑥11𝑖 + 𝜀𝑖 

 

𝑐𝑜𝑚𝑝𝑒𝑡𝑖𝑡𝑖𝑜𝑛𝑖：候補者倍率 

𝛽0         ：定数項 

𝑥1𝑖       ：議員報酬 

𝑥2𝑖       ：新人候補者割合 

𝑥3𝑖       ：一人当たり県民所得 

𝑥4𝑖       ：統一選ダミー 

𝑥5𝑖       ：投票率 

𝑥6𝑖       ：候補者の平均年齢 

𝑥7𝑖       ：共産党候補者割合 

𝑥8𝑖       ：無所属候補者割合 

𝑥9𝑖       ：平均議席数 

𝑥10𝑖      ：人口変動率（絶対値） 

𝑥11𝑖      ：人口密度当たりの選挙区数 

𝜀𝑖     ：誤差項 
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市区町村議会の推定モデルは次の通りである。 

𝑐𝑜𝑚𝑝𝑒𝑡𝑖𝑡𝑖𝑜𝑛𝑖＝𝛽0＋𝛽1𝑥1𝑖＋𝛽2𝑥2𝑖＋𝛽3𝑥3𝑖＋𝛽4𝑥4𝑖 + 𝜀𝑖 

 

𝑐𝑜𝑚𝑝𝑒𝑡𝑖𝑡𝑖𝑜𝑛𝑖：候補者倍率 

𝛽0         ：定数項 

𝑥1𝑖       ：議員報酬 

𝑥2𝑖       ：住民一人当たり所得 

𝑥3𝑖       ：新人候補者割合 

𝑥4𝑖       ：統一選ダミー 

𝜀𝑖     ：誤差項 

福島県矢祭町は議員報酬について日当制を採用しているため除去

した。現在の市町村数の1718から矢祭町を除き、東京23区を加え

たため、サンプル数は1740である。 

 

これらの変数の記述統計量は以下の通り(表2)（表3）である。 

 

 

 

 

 

 

(表2) 記述統計量（都道府県議会） 

  サンプル 平均 最小値 最大値 

候補者倍率 47 1.415078486 1.203125 2.068181818 

議員報酬 47 803732.5532 651000 1021000 

新人割合 47 0.34110332 0.196078431 0.527472527 

県民所得 47 2820.595162 2128.53649 4512.08266 

投票率 47 48.28808511 37.01 60.8 

平均年齢 47 56 49 64 

共産党割合 47 0.076228892 0.022222222 0.262626263 

無所属割合 47 0.291968608 0.090909091 0.611111111 

平均議席数 47 2.649578145 1.660377358 3.888888889 

人口変動率 47 0.019643089 0.000707714 0.05083089 

人口密度当たり選挙区数 47 0.027797797 0.004407829 0.195426195 

 

 

(表3) 記述統計量（市区町村議会） 

  サンプル 平均 標準偏差 最小値 最大値 

候補者倍率 1740 0.591 0.170 0.208 1 

議員報酬 1740 73.537 14.403 14.4 104 

新人割合 1740 19.148 9.592 1.4 269.5 

住民平均所得 1740 1.800 2.259 0 7 
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IV-C．分析結果 

 

分析の結果は表4、表5の通りである。統計ソフトはStata13を用いた。 

 

(表4) 分析結果（都道府県議会） 

 係数 標準誤差 t値 P値 有意性 

議員報酬 1.60E-07 3.16E-07 0.51 0.615  

新人割合 0.7484985 0.3602538 2.08 0.045 ** 

県民所得 0.0001399 0.0000575 2.43 0.02 ** 

統一選ダミー -0.032007 0.0541905 -0.59 0.559  

投票率 0.009381 0.0042377 2.21 0.033 ** 

平均年齢 -0.0201694 0.0095189 -2.21 0.041 ** 

共産党割合 1.051727 0.4928331 2.13 0.04 ** 

無所属割合 0.0775566 0.2133491 0.36 0.718  

平均議席数 -0.0880613 0.0391039 -2.25 0.031 ** 

人口変動率 1.355856 1.809422 0.75 0.459  

人口密度当たり選挙区数 -1.376425 0.7123467 -1.93 0.061 * 

定数項 1.48277 0.7443356 1.99 0.054 * 

決定係数 0.7528 

***, **, *はそれぞれ1%, 5%, 10%水準で有意なことを表す 

 

 

(表5) 分析結果（市区町村議会） 

 係数 標準誤差 t値 P値 有意性 

議員報酬 2.82E-07 2.37E-08 11.87 0.000 *** 

住民所得 2.65E-08 6.81E-09 3.9 0.000 *** 

新人候補者割合 0.2985794 0.0218698 13.65 0.000 *** 

統一選ダミー 0.0066112 0.005547 1.19 0.233  

定数項 0.9144159 0.0164336 55.64 0.000 *** 

決定係数 0.2384 

***, **, *はそれぞれ1%, 5%, 10%水準で有意なことを表す 

 

 

 

IV-D．考察 

  

以上の分析結果から考察を行う。 

「議員報酬」に関して、都道府県議会においては統計的に有意な

結果は得られなかったが、市区町村議会は 1％の有意水準で候補者

倍率に正の影響を与えるという結果が得られた。これは、都道府県

議会は市区町村議会に比べると自治体間の議員報酬の差が小さいこ

とが有意に働かなかった理由として考えられる。それに対し、規模

の小さい地方の議員報酬は、決して高額ではなく、中には生計を立

てるのさえ厳しい額の議員報酬しか給付していない自治体も存在す

る。市区町村議会の一部自治体では議員報酬の低さが立候補を妨げ

る要因の一つとなっていると考えられる。 

 

 

「新人候補者割合」は、都道府県議会においては5％、市区町村議

会においては 1％の有意水準で候補者倍率に正の影響を与えること

が確認された。係数も他の変数に比べて高いことから、新規参入者

を増やすことは議会選挙の競争促進に欠かせないことだと言えるだ

ろう。 

「住民一人当たりの所得（年収）」に関しては、都道府県議会は5％、

市区町村議会においては 5％の有意水準で候補者倍率に正の影響を

与えていることが確認された。住民の所得が高い地域ほど議員立候

補への金銭的余裕のある住民が多く、候補者倍率も高くなると考え

られる。 
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「統一選ダミー」に関しては、都道府県議会と市区町村議会とも

に統計的に有意な結果が得られなかった。これは予想に反した結果

である。この結果から、全国的に選挙を統一することは有権者の関

心を高め投票率向上につながるが、候補者の増加にはつながりにく

いと考えられる。 

「投票率」に関しては、5％の有意水準で候補者倍率に正の影響を

与えることが確認された。住民の議会への関心度は、投票だけでな

く議員としての議会参加をより促すことが考えられる。 

 「候補者の平均年齢」は1％の有意水準で都道府県議会選挙の候

補者倍率に負の影響を与えることが確認された。これは予想された

通りの結果である。候補者の平均年齢が高いほど、働き世代の議員

参加が少ないと考えられる。また、新規参入者が少ないために現職

の議員が立候補し続けることで、議員の固定化や高齢化に繋がり、

低倍率がさらに顕著になると考えられる。 

「共産党候補者割合」は 5％の有意水準で都道府県議会選挙の候

補者倍率に正の影響を与えることが確認された。前章で紹介した先

行研究でも述べられていたように、共産党の候補者戦略は議員倍率

に影響を与えている。 

「無所属候補者割合」に関しては統計的に有意な結果が得られな

かった。無所属として立候補していても政党から推薦や公認を受け

ている場合があり、さらに、普段政党に所属している議員も選挙の

際は無所属として立候補する場合もある。このことを考慮すべきで

あった可能性がある。 

「平均議席数」は、5％の有意水準で都道府県議会選挙の候補者倍

率に負の影響を与えていることが確認された。これは予想に反した

結果である。「一人区で選出される議員数割合」に変えた分析も行っ

たが、そこでも同様の結果になった。先行研究では無投票当選の選

挙区割合に着目しているのに対し、本稿では候補者倍率を被説明変

数として扱っている。そのため、平均議席数が候補者倍率に負の影

響を与えている結果につながったと考えられる。 

「人口変動率」に関しては統計的に有意な結果は得られなかった。

これは小林（2015）の結果に反するが、本稿では被説明変数を候補

者倍率に変更していることや、人口変動率の年度スパンの違いなど

が原因として考えられる。 

「人口密度あたり選挙区数」は10％の有意水準で都道府県議会選

挙の候補者倍率に負の影響力を与えていることが確認された。これ

は予想に反した結果である。選挙区数と人口密度はどちらも県全体

としての数を用いているため、選挙区ごとの人口密度の違いを考慮

するべきであった可能性がある。 

 

V 政策提言 

 

V-A．政策提言の方向性 

 

前章の分析より、都道府県議会と市区町村議会において、「新人候

補者割合」、「住民 1 人あたり人口」は候補者倍率に正の影響を与え

ていることが分かった。また、「候補者平均年齢」は都道府県議会の

候補者倍率に負の影響を与えており、候補者の平均年齢が高くなる

ほど候補者倍率は低くなることが確認された。都道府県議会では統

計的に有意な結果が得られなかったが、市区町村議会では「議員報

酬」が候補者倍率に正の影響を与えていることが分かった。 

以下では、競争的選挙をもたらすために、立候補を促進する政策

を 5 つ（①サラリーマン議員の立候補・兼業促進の法整備、②議会

の夜間・休日開催の促進、③新たな議員報酬制度の導入、④被選挙

権年齢の引き下げ、⑤供託金制度の廃止）提言する。 

これらは新人立候補者、特に若い年齢層を議会に参入させること

や、議員報酬を現状に応じて適切に配分すること、立候補する際の

年齢的、金銭的な阻害要因を取り除くことを趣旨とした提言である。

その中でも提言①②は特にサラリーマンに焦点を当てている。提言

②⑤は定性的な分析のみに基づいている。本稿の提言は立法府、一

般企業、そしてすべての地方議会に向けて行う。 

以下では具体的な提言内容を説明する。 

 

V-B．サラリーマン議員の立候補・兼業の促進 

 

前章の分析より、新人立候補者が多いほど候補者倍率が高いこと、

そして平均年齢が高いほど候補者倍率が低いことがわかった。この

ことから、新人立候補者、特に若い年齢層を議会に参入させること

が議会の競争的選挙につながると考えられる。 

そこで現在の地方議会における議員の平均年齢を見てみると、都

道府県議会で57歳 、市議会で58.7 歳 、町村議会で63.1歳 とな

っており、住民の年齢構成と比べると、退職年齢を超えた者がかな

り多いことが分かる（図5）。また議会の大半を占める兼業議員の業

種も農業・林業が圧倒的に多く、こちらも一般の住民の業種との乖

離が指摘される（図6）。特に社会の大多数を占めるサラリーマンと

いう一般的な構成員が欠けているといえる。 

 

(図5) 住民の年齢構成と議員構成との乖離 

（総務省統計局「人口推計 平成29年10月報）、総務省地方議会・

議員に関する研究会（2017）「地方議会・議員に関する研究会報告書

（参考資料）」、全国市議会議長会（2016）「市議会議員の属性に関す

る調」、全国町村議会議長会（2017）「第 62 回町村議会実態調査結

果の概要」」より筆者作成） 
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(図6) 議員の業種構成と住民構成との乖離 

（総務省統計局「産業別就業者数（平成28年）」、総務省地方議会・

議員に関する研究会（2017）「地方議会・議員に関する研究会報告書

（参考資料）」、全国市議会議長会（2016）「市議会議員の属性に関す

る調」、全国町村議会議長会（2017）「第 62 回町村議会実態調査結

果の概要」より筆者作成） 

 

現在の地方議会の議員構成は、年齢的、業種的に偏っており、選挙

の競争度を上げるため、そして住民の多様な意見をより反映するた

めにも、若い新規参入者、すなわち退職前のサラリーマンが立候補

しやすい環境を整えていく必要がある。そこで議会において、地方

議会議員の平均年齢を引き下げ、新人候補者を増やすための政策と

して、サラリーマン議員に着目した提言を行う。 

以下この節では、サラリーマンの議会参入を促進するために議員に

立候補および兼業しやすい環境を整備する 2 つの政策、提言①サラ

リーマン議員の立候補・兼業促進の法整備、提言②議会の夜間・休

日開催の促進を提案する。 

 

V-B-1．提言① サラリーマン議員の立候補・兼業促進の法整備 

V-B-1-a．議員の兼職の現状  

公務員の議員との兼職は法律上禁止されているが（公職選挙法89

条・90条・地方自治法92条2項）、その他職業との兼業は法律上禁

止されているわけではない。実際地方議員の兼業割合を見てみると、

小規模自治体で90.47%、中規模自治体で79.74%、大規模自治体で

58.01%となっており、議員と他の職業を兼業している人が多いこと

が分かる。しかし兼職職業としては、農業従事者や自営業者など、

会社に縛られない職に就いている議員が多く、社会の大多数を占め

るサラリーマンという一般的な構成員は議員になれていないのが現

状だ。 

中小企業庁（2016）によると「兼業・副業を認めていない」企業

の割合は85.3%、株式会社リクルートキャリア（2017）によると「兼

業・副業を禁止している」企業の割合は77.2％とかなり高い割合と

なっている。サラリーマン議員が少ない理由の 1 つとして、企業側

が兼業・副業を禁止していることが挙げられそうだ。 

さらに今の選挙制度では、選挙期間ともなると 1 日中選挙活動を

行わなければならない。特に本稿が着目するサラリーマンが選挙に

立候補するためには、ある程度の休暇が保障されなければならない。

しかしそのような休暇を認めてくれる会社や、たとえ当選したとし

ても議員活動中の数年間という長い期間の休職を認めてくれる、も

しくは議会のある日だけ会社を休むことを認めてくれる会社はごく

一部に限られている。つまり、現在の社会においては、一般的なサ

ラリーマンにとって選挙に立候補することは仕事を辞めることと同

義である。さらに当選して議員になったとしても、任期終了と同時

に無職となる。落選の場合にはその瞬間に無職になる。このように

リスクの高い状況では立候補者が少ないのも納得できる。 

V-B-1-b．提言内容 

この問題を解決するには、選挙運動期間中の休職制度、議員活動

中の兼職・休職制度、任期終了後の職場復帰の保障が必要である。

具体的には、総務省地方行財政検討会議（2010）で例示されている

ように、地方議会議員への立候補や議員活動に対する妨害、それら

を理由とした職場での不利益扱い、解職および免職を禁止すること、

選挙運動期間中、議員在職中における雇用契約に係る休暇制度、一

時休職制度を設けること、議員としての任期を終えた後は、申請に

より従前の職、またはそれと同等の給与が得られる職に復職させる

旨を定める規定を、新たに労働基準法に設ける、もしくは「地方議

員法」といったような新しい法律を制定することを提言する。最終

的には議員の活動を社会全体で支えていくという意識が生まれるの

が理想的である。 

ここで参考になるのが裁判員制度である。従業員が裁判員に選出

された場合、企業は、それを拒否したり就労を強制したりすること

はできない（労働基準法第7条）。また、企業は従業員が裁判員とし

て仕事を休んだことを理由に，解雇などの不利益な扱いをすること

もできない（裁判員法100条）。この裁判員制度と同様に、議員に当

選したサラリーマンが議会活動で会社を休まざるを得ないときには、

企業がそれを全面的に支援することが理想である。 

以上より、本稿ではサラリーマン議員の選挙活動や兼業・休職、

その後の復帰を支援する法律の制定を提言する。 

V-B-1-c．政策の実現可能性 

現在の議会は大半の自治体で年 4 回の定例会が開催され、年間を

通じての平均議会開催日数は小規模自治体で 23.23 日、大規模自治

体で 88.43 日となっており、年間総日数に占める割合が比較的低い

うえ、提言②の議会の夜間・休日開催も導入すれば、会社を休まな

ければならない日は最小限度に抑えられる。よってサラリーマンと

の兼業は十分可能だと考える。 

だがこの政策を実現するためには、立法府および企業の協力が必

要不可欠である。 

まず国会における法律整備の可能性を考察する。「立候補休暇に関

する法律案」が151回および154回通常国会に提出されたが、審議

未了で廃案となった。その内容は、「告示の2週間前から選挙日2日

後までの休暇を認める」「立候補を理由に解雇してはならない」とい

うものだった。これはサラリーマン議員を増やすために必要な①選

挙運動期間中の休職制度と同等なものである。また諸外国を見てみ

ても、フランス、ドイツ、イタリア、アメリカなどでは立候補休暇制

度が存在しており、世界的にも決して特殊な例ではない。よって実

現可能性は高いと思われる。 
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次に企業側の協力について、たとえ法律が整備されたとしても、

社内、そして社会全体で議員をサポートする風潮が生まれない限り

サラリーマン議員は増えないだろう。育児休暇を例にとるとわかり

やすい。育児休暇は労働者が法律に基づいて取得できる休業のこと

で、育児休暇を取得したいと思っている人は多い。しかし職場がと

りにくい雰囲気にあることや、評価・昇進・配属等で不利になるた

め、周囲にとっている人がいないため、などといった職場の環境が

主な理由に挙げられている。 

繰り返しになるが、サラリーマン議員を社会全体で支えていくこ

とが、この提言が効果を発揮するのに必要不可欠である。 

 

V-B-2．提言② 議会の夜間・休日開催の促進 

V-B-2-a．現在の夜間・休日議会 

サラリーマンと議員の兼職を妨げる要因の 1 つとして議会が平日

の昼間に開催されていることが挙げられる。そこでより柔軟な議会

運営を行うための方法の1つとして、議会の夜間・休日開催がある。 

夜間・休日等議会の開催状況について、全国市議会議長会（2017）

および全国町村議会議長会（2017）によると、2015年において、市

区議会では、休日等議会は2.3％、夜間議会は0.4％、町村議会では、

休日等議会は3.4％、夜間議会は1.7％でしか開催されていない。さ

らに平均開催日数はすべてで 2 日以下となっており、住民の傍聴等

を目的としているにすぎず、問題の根本的な解決にはつながってい

ない。 

唯一長野県喬木村だけ、夜間・休日議会を原則とした議会運営を

2017年の12月の定例会から実施することを検討している。これは

仕事を続けながら議員活動をできるようにし、若い現役世代が議員

になれる環境をつくるための取り組みである。 

V-B-2-b．提言内容 

住民の傍聴等を目的とし、年 1 回しか開催されないような夜間・

休日議会は問題の根本的な解決には結びつかないため、1 年を通じ

て基本的に議会は夜間・休日に開催するのが望ましい。そこで長野

県喬木村の例を参考にし、会期や本会議日数は変更せず、本会議の

一般質問を土日のどちらかで開催すること、常任委員会（予算決算

以外）は平日の夜間開催（19時－21時）を基本に運営することを提

言する。 

V-B-2-c．政策の実現可能性 

総務省自治行政局行政課（2017）の調べによると、夜間・休日議

会を開催しない理由として、①夜間は会議時間が限られるため、執

行部側の負担も大きくまた十分な審議ができるのかという懸念があ

ること、②現在小規模自治体の議員は農業等の自由業と兼職してい

る人が多く、また、行政職員の人員・勤務体制から休日等より平日

議会の方が開催しやすいこと、③現在の議会の活動は、夜間・休日

のみ活動すれば足りるようなものではないこと、などが挙げられて

いる。 

第 1 の懸念に対しては、議員に予め議案に関する補足資料の提出

を求め、簡単な質疑の回答は事前に議員が共有するなど審議の簡素

化に取り組むことで多少は懸念が解消されると考える。 

第 2 の懸念に関しては、現在議員として活動している人に不都合

が生じるような制度を導入してしまうと、現在の議員が減ってしま

う恐れがある。立候補者の新規参入は図れるかもしれないが、地方

議会の非競争的選挙自体の解決は図れない。よってこの点に関して

は、導入の前に慎重な検討が必要である。 

第 3 の懸念に関しては、確かに自治体の規模が大きくなるにつれ

て議会で審議する内容も増え、時間もかかるだろう。自治体によっ

ては今まで通りの平日の昼間にも議会を開催する必要があると考え

られる。だが本稿の提言は、原則として議会を夜間・休日に開催す

るというもので、平日の昼間にも議会を開催することを禁止するも

のではない。ただしあまりにも平日の昼間に議会が開催されるよう

では、サラリーマン議員が議会活動のために会社を休む日数が増え、

企業側の負担も大きくなってしまうため、提言①サラリーマン議員

の立候補・兼業促進の法整備に支障が出てしまう。本稿の提言は、

自治体ごとに可能な限り夜間・休日議会を開催するというものであ

ることを改めて強調したい。 

 

V-C．議員報酬の効率的な配分 

 

前章の分析より、議員報酬が高いほど候補者倍率が高くなるとい

う結論が導かれた。議員報酬を引き上げることは、選挙の倍率を上

げ、より競争的な選挙をもたらし、それと同時に議員に立候補する

インセンティブを高める効果も持つ。そこで地方議会における議員

報酬を増やすことを趣旨とした提言を行うが、すべての議会、すべ

ての議員に対して一律に増やす（パレート改善）のではなく、自治

体の規模および議員の実態に応じて適切な措置を講ずることで、よ

り効率的な報酬の配分を行うための政策を提言する。 

 

V-C-1．提言③ 新たな議員報酬制度の導入 

V-C-1-a．現在の議員報酬 

現在、議員報酬は各自治体が条例によって自由に定めることがで

きるようになっている（地方自治法第203条5項）。実際に、議員1

人当たりの平均報酬月額は、都道府県議会では812,782円、指定都

市議会では792,325円、その他市議会では405,743円、特別区議会

では608,387円、町村議会では213,153円となっており、議員報酬

にばらつきがみられる。また、議会の種類だけでなく、自治体の人

口の規模によってもその額は大きく異なっている（図７）。議員報酬

のあり方も、自治体の規模に応じて考え方を変えるべきである。 

小規模自治体になればなるほど議員の兼業割合が高くなっている

が、これは小規模自治体の議員は、議員報酬の収入だけでは生活し

ていけていないからだと考えると納得がいく。実際に町村議会議員

の世帯の年収総額に占める議員報酬額の割合について今後の町村議

会のあり方と自治制度に関する研究会（2013）によると、3 割以上

5 割未満の割合が最も高く38.8％、5 割未満が69.5%、9 割以上と

する割合は5%に満たない。また、現在の議員報酬について、町村議

員は「適正である」31.7％に対して「低い」56.8％と回答しており、

町村議員の報酬だけでは生計を立てていくのは困難である自治体も
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あると考えられる。 

 

図7 人口規模別議員報酬 

（総務省自治行政局公務員部給与能率推進室調査係「平成28年度地

方公務員給与実態調査結果」総務省統計局「人口推計」より筆者作

成） 

 

V-C-1-b．提言内容 

本稿では、都道府県議会議員選挙と市区町村議会選挙の分析を

別々に行った。そして分析結果より、都道府県議会では統計的に有

意な結果は出なかったが、市区町村議会では議員報酬が高いほど候

補者倍率が高いことが分かった。これらの分析結果を踏まえると、

都道府県議会については議員報酬の引き上げは妥当ではないが、市

区町村議会においては議員報酬を引き上げることが競争的選挙をも

たらすと考えられる。 

しかし市区町村議会の議員報酬を一律に引き上げることに関して

は疑問がある。そこで、結論から述べると、本稿では、すべての地方

議会において、議員報酬がその自治体の地方公務員の平均給与より

高い自治体と低い自治体とに分け、高い自治体では専業議員、兼業

議員ともに現状維持とする。そして議員報酬がその自治体の地方公

務員の平均給与より高い自治体においては、専業議員の議員報酬を

生計が立てられる額を目安に増額し、兼業議員は日当制を採用する

という新たな議員報酬制度を提言する。 

以下ではこの結論に至った過程を説明する。 

まず、なぜ「議員報酬がその自治体の地方公務員の平均給与より

高い自治体と低い自治体とに分けるのか」を説明する。 

議員報酬の引き上げを提言する際、具体的にどれだけの金額を増

額するのかが重要な論点になるが、その自治体の地方公務員の給与

をその基準とする。最近議員報酬の確定にあたって、議会・議員活

動時間を具体的に算定して、それと首長、あるいは首長・副首長・教

育長の平均を勘案して議員報酬額を算定する方式が採用されるよう

になってきている7ことを踏まえ、本稿においては、議会・議員活動

時間を具体的に算定したうえで、その地域の公務員の給与の平均額

と照らし合わせて決定すべきだと考えた。その理由は、公務員は兼

業が認められておらず（地方公務員法38条）、受け取る給与だけで

                                                      
7 会津若松市議会、北海道福島町議会、奈良県生駒市議会など 

生活しているからである。つまり、地方公務員の給与は、少なくと

もその地域で生活できるだけの額はあるということだ。同様に、専

業議員は議員報酬以外の収入がないため、議員報酬だけで生計を立

てられる程度まで議員報酬を引き上げる必要がある。地方公務員法

24 条 3 項は、「職員の給与は、生計費並びに国及び他の地方公共団

体の職員並びに民間事業の従事者の給与その他の事情を考慮して定

められなければならない」と規定されているが、議員報酬に関して

もこれと同じく、その自治体の議員に適切な額を支給するべきであ

る。 

次に、なぜ議員報酬がその自治体の公務員の平均給与より高い自

治体の議会では現状維持とするのかについてだが、これらの地域は

いわゆる大規模自治体であり、既に高額の議員報酬が支払われてい

るという現状があるため、これ以上議員報酬を増やすと住民からの

反発が考えられるからである。図8は市区町村の、図9は都道府県

の公務員の平均給与と議員報酬を人口の小さい自治体から大きい自

治体へと並べたものである。公務員の平均給与は自治体規模が変わ

ってもあまり変化しないが、議員報酬の変化は公務員の平均給与と

比べると大きいことが図7から分かる。一方、図8からは、すべて

の都道府県で議員報酬の方が公務員の平均給与よりも高額になって

いるいることが分かる。 

本稿では47の都道府県と1740の市区町村（福島県矢祭町を除く）

のうち、公務員の平均給与が議員報酬より高い 1291 の市区町村に

対して、専業議員の議員報酬を公務員の平均給与と同額まで引き上

げるべきだと提言する。都道府県ではすべて議員報酬の方が公務員

の平均給与よりも高額であったため、実質的には現状維持である。 

 

図8 人口規模別公務員平均給与・議員報酬（市区町村） 

（総務省自治行政局公務員部給与能率推進室調査係「平成28年度地

方公務員給与実態調査結果」、総務省統計局「人口推計」より筆者作

成） 
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図9 人口規模別公務員平均給与・議員報酬（都道府県） 

（総務省自治行政局公務員部給与能率推進室調査係「平成28年度地

方公務員給与実態調査結果」、総務省統計局「人口推計」より筆者作

成） 

 

最後に、なぜ兼業議員と専業議員で議員報酬の仕組みを変えるか

について説明する。 

端的に述べると、すべての議員が精力的に議員活動に取り組んで

いるとは考えられないからだ。現在、すべての規模の自治体で専業

議員、兼業議員が混在しているが、議員の任期中の活動時間にはと

くに明確な定義があるわけではなく、それぞれの議員の捉え方によ

って個人差が大きいと思われる。実際に今後の町村議会のあり方と

自治制度に関する研究会によると、議会活動以外で議員活動に毎日

どれくらいの時間を割いているかという質問に対して、議会開会中

ですら 2 時間以上～3 時間未満と答えた議員が最も多かった一方、

8 時間以上と答えた議員もほぼ同じ割合であった。議員活動に費や

す時間は二極化しており、専業の議員が精力的に議員活動を行って

いると考えられる。このことは稲継（2013）でも言及されており、

町村議会以外の市議会や県議会でも同じ傾向がみられると考えられ

る。 

議員活動に費やす時間に差があるのに、同じ報酬というのはおか

しいのではないかと考え、本稿では、兼業議員は月額制を廃止し、

議会活動を行った日のみ報酬を支給する日当制にすることを提言す

る。 

具体的には、選挙当選後、各議員が専業か兼業かを選択し、専業

を選択した場合、任期中は議員活動以外の職についてはならないと

する。また全員が専業になってしまうと、自治体の財政運営が厳し

くなってしまう恐れがあるので、例えば小規模自治体だと 3 分の 1

まで、中規模自治体だと2分の1まで、大規模自治体だと3分の2

までなど、自治体の規模ごとに専業議員となれる議員の割合を定め

るべきである。専業議員になりたい人が割合を超えてしまう場合、

得票数が多かった議員から選択できるという形にする。 

よって議員報酬に関して本稿では、自治体の規模に応じた対応策

を提言する。すなわち、すべての地方議会において、議員報酬がそ

の自治体の地方公務員の平均給与より高い自治体と低い自治体とに

分け、高い自治体では専業議員、兼業議員ともに現状維持とする。

そして議員報酬がその自治体の地方公務員の平均給与より高い自治

体においては、専業議員の議員報酬を生計が立てられる額を目安に

増額し、兼業議員は日当制を採用するという新たな議員報酬制度を

提言する。 

V-C-1-c．政策の実現可能性 

考えられる障壁として挙げられるのが、自治体の財政的に新たな

議員報酬制度を導入することが可能なのか、そして、議員報酬の額

は議会内で決めることができるため、必要以上の議員報酬が支払わ

れているのではないかという住民からの反発である。 

まず財政面についてだが、本稿で提言する新たな議員報酬制度は、

専業議員の報酬を引き上げる自治体はあるが、一般会計歳出総額に

占める議員報酬の額が変わらないように兼業議員の日当制の額を設

定するため、議員報酬が今以上に財政を圧迫することはない。また

総務省地方財政統計年報（2015）によると、一般会計歳出総額に占

める議員報酬の割合は0.16％、町村に限定してもなお0.46％と低い

割合となっているため、そもそも財政面が大きな障害になるとは考

えにくい。 

また住民感情に関して、「議員報酬が高すぎる」という批判がある

が、本提言で議員報酬の引き上げを行うべきだと提言したのは議員

報酬がその地域の公務員と比較して低い自体の専業議員だけであり、

実際国民の平均給与額と比較してみると分かるように、彼らの議員

報酬はそれほど高いとは言えない（図 10）。住民に対して十分な説

明を行うことで大きな反発は抑えられると考える。 

 

図10 議員報酬と民間給与平均の比較 

（国税庁長官官房企画課（2017）「平成28年分民間給与実態統計調

査結果」より筆者作成） 

 

V-D．立候補しやすい環境整備 

 

立候補する際の阻害要因としては年齢的、金銭的なものが挙げら

れる。以下では、それらの障壁を取り除く政策（④被選挙年齢の引

き下げ、⑤供託金制度の廃止）を提言する。 

 

V-D-1．提言④ 被選挙権年齢の引き下げ 

前章の分析より、新人立候補者が多いほど候補者倍率が高いこと、

平均年齢が高いほど候補者倍率が低いことが分かった。このことか

ら、新人立候補者、特に若い年齢層を議会に参入させることが議会

の競争的選挙につながると考えられる。 
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V-D-1-a．現在の被選挙権年齢 

選挙権年齢が18歳に引き下げられたことを受けて、被選挙権年齢

の引き下げも頻繁に検討されている。現在、選挙に立候補する条件

として、日本国民であることに加え、参議院議員、都道府県知事選

挙では満30歳以上、衆議院議員、都道府県議会議員、市区町村議会

議員選挙では満25歳以上である必要がある。 

総務省地方議会・議員に関する研究会（2017）は、地方議会につ

いて、「無投票当選が増加傾向にあるなど、全体として競争を高める

必要が高く、被選挙権を拡大し、議会への関心の向上や議員のなり

手の確保等を政策的に進める必要性が認められるのではないか」と

指摘している。 

V-D-1-b．提言内容 

前章の分析より、平均年齢が高いほど候補者倍率は低くなること

が分かった。若い勤労者の立候補を促すために、被選挙権年齢を引

き下げることを提言する。 

具体的に何歳まで被選挙権年齢を引き下げるかに関しては、実際

に政党によって提出された法案を参考にしたい。2016 年 11 月には

民進、自由、社民の野党3党は、国政選と地方選で一律に5歳引き

下げる公選法改正案を、日本維新の会は一律で18歳以上に下げる公

選法改正案を提出した。これを参考にし、本稿では、「被選挙権年齢

を国政選と地方選で一律に5歳引き下げる」政策を提言する。 

同じ若い世代の仲間が議員に立候補すれば、若者の政治的な関心

の向上が見込めることや、若者に焦点をあてた政策も登場する可能

性があるなど、選挙競争率が高まる以外にも様々な利点がある。 

V-D-1-c．政策の実現可能性 

自民党内では、18歳成人の検討の中で、被選挙権年齢引き下げに

ついても「引き続き検討を行うもの」と位置付けられた。また18歳

選挙権による初の国政選挙となった2016年の参議院議員選挙では、

自民党の選挙公約に初めて「被選挙権年齢の引き下げについて検討

します。」と明記された。この2016年の参議院選挙では自民党だけ

でなく、公明党、民進党、おおさか維新の会、共産党、社民党が、そ

れぞれ被選挙権年齢引き下げを公約に掲げていた。 

被選挙権年齢の引き下げについては、民法上の成人年齢に関する

議論の動向や、現状での未成年者への公職選挙法の罰則適用のあり

方、成年被後見人の公職立候補との均衡等に留意する必要はある。

しかし実際に法律案が提出されていたことや、多くの政党で被選挙

権年齢の引き下げが公約として掲げられていたことに鑑みると、被

選挙権年齢を一律に 5 歳引き下げることは十分実現可能だと考えら

れる。 

 

V-D-2. 提言⑤ 供託金制度の廃止 

V-D-2-a．現在の供託金制度 

現行の供託金制度は、悪質な立候補を抑止し、立候補について慎

重な決断を促すことや、候補者の乱立を防止することを目的として

都道府県及び市区議会議員の選挙について設けられている。町村議

会議員の選挙においてはこれらの懸念が少ないことから設けられて

いない。都道府県議会議員選挙では60万円、政令指定都市議会議員

選挙では50万円、市議会では30万円と設定されている。そして供

託部没収点は有効投票総数をその選挙区の定数で割った 10 分の 1

である。 

しかし地方議会議員の選挙の現状等を見ると、市議選・県議選を

通じて、供託金没収率はかなり低いことから、具体的な選挙の乱用

懸念がある場合には、個々の状況に応じて適切な対策を講じるべき

であり、現在の地方議会選挙の状況に照らせば、一律に供託金を課

す必要性は低下している。 

供託金制度の目的は、泡沫候補者を防ぐことや売名候補者を排除

することにあるとされている。しかし現状として供託金制度は財政

基盤のない新人候補者や無所属の候補には大きな負担となっており、

立候補の妨げになっている。さらに候補者の資産状況で立候補を制

限すべきではないと考える。緑の党（2017） でも言及されているが、

結局のところ、「泡沫候補者かどうか」「議員としてふさわしいかど

うか」は、候補者の主張や政策に基づき、有権者が判断することこ

そが選挙の本質であり、制度自体が泡沫候補者であるかどうかを判

断すべきではない。 

V-D-2-b．提言内容 

供託金は一律に課されており、地域的な差異はないため、供託金

を説明変数とする分析はできなかった。しかし高額な供託金が財政

基盤のない立候補者の障壁なっていることは容易に想像がつく。供

託金を課す意義も低下してきているうえ、立候補時の障壁になって

いるため、本稿では、都道府県議会、および市議会議員選挙での供

託金制度の廃止を提案する。町村議会では供託金制度が存在しない

ため、提言の対象からは外している。 

V-D-2-c．政策の実現可能性 

2009 年には、供託金を 300 万円から 200 万円に引き下げようと

いう法案が出されたが、民主党の反対で参議院を通過せず、衆議院

の解散とともに廃案となった。地方選挙でなく国政選挙での話では

あるが、一度は法案が提出されていることからも、現実可能性は高

そうだと言えそうだ。 

財政運営に関しては、没収された供託金は地方自治体に帰属する

（公職選挙法93条）。没収された供託金の使い道は特段指定されて

いるわけではなく、さらに没収されるケースもほとんどないため、

供託金制度を廃止したからと言って地方自治体の財政運営に支障を

きたすものではない。 

また日本の選挙は公営選挙であるため、立候補者が多くなればな

るほど行政側の負担が大きくなってしまうという懸念はある。選挙

公営費とは、国や地方公共団体が候補者の選挙運動の費用を負担す

る制度であるが、上限額を低額で交付するものではなく、上限額の

範囲内で実際に要した費用を交付する制度であるうえ、供託物没収

点以上の得票を得られなかった場合は、選挙運動費用の全額が候補

者の負担となるため、この制度を悪用することはできない。行政側

の負担は大きくなってしまう恐れはあるが、それ以上に非競争的選

挙の是正を図る必要があると考えている。 

以上より、実現可能性は高いと思われる。 
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Ⅵ おわりに 

 

本稿では、競争的選挙をもたらす立候補促進方法を探ることを目

的に都道府県議会、市区町村議会に分けて分析を行った。その結果、

都道府県議会と市区町村議会において、「新人候補者割合」、「住民1

人あたり人口」は候補者倍率に正の影響を与えていることが分かっ

た。また、「候補者平均年齢」は都道府県議会の候補者倍率に負の影

響を与えており、候補者の平均年齢が高くなるほど候補者倍率は低

くなることが確認された。都道府県議会では統計的に有意な結果が

得られなかったが、市区町村議会では「議員報酬」が候補者倍率に

正の影響を与えていることが分かった。この結果を踏まえ、競争的

選挙をもたらすために、立候補を促進する政策 5 つ（①サラリーマ

ン議員のための法律整備、②夜間・休日議会の設置、③議員報酬の

増額、④被選挙権年齢の引き下げ、⑤供託金制度の廃止）を提言し

た。 

しかし本稿には課題も残されている。まず、競争的な選挙を行う

ことのメリットについて実証できていない点である。本稿では、理

論としての競争的な選挙を行うことのメリットは述べたものの、そ

の社会的効果について実証を行うことはできていない。さらに分析

のところで、都道府県議会の分析と市区町村議会の分析で説明変数

を一致させることは、今後の改善点として挙げられる。また本稿で

は住民が立候補しやすい環境を整備する政策を提言してきたが、こ

れは立候補して自治体を良くしようと思っている住民が一定数おり、

その住民の阻害要因が仕事との兼ね合いやスケジュール的な問題、

財政的な問題、年齢的な問題であるという前提のもとでの提言であ

った。この点に関して、本稿では議員の魅力を高めるような提言は

できていない。だがいくつかの市区町村8において実施されている住

民に対するアンケート調査のなかで、議員になってみたいか否か、

またその回答の理由を尋ねているものがある。なってみたい、もし

くは、条件が合えばなってみたいという住民は10％前後となってい

る。一部地域のみでの調査であるうえ、「条件」がどのような条件な

のかも明らかになってはいないため一概には言えないが、本稿の提

言が実現した際には、立候補者増加の一定の効果はあると考えられ

る。だが根本的には、やはり議員になって自治体を良くしようと思

っている住民が増えない限り、立候補者も増えず、本稿の目的であ

る競争的な選挙を行うことはできない。本稿では提言しないが、住

民の政治に対する関心を高める必要はある。 

最後に、本提言が立候補者を増やし、地方議会に競争的選挙をも

たらすことを願い、J・ブライスの「地方自治は民主主義の最良の学

校であり、その成功の最良の保証人である」という言葉を引用して

本稿を締めくくる。 

 

 

                                                      
8 静岡県菊川市、北海道音更町 
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表1 人口段階別市区町村議会の現状について 

（全国市議会議長会「平成29年度市議会の活動に関する実態調査結果」、「市議会議員の属性に関する調」、「市議会議員定数に関する調査結

果」、全国町村議会議長会（2017）「第62回町村議会実態調査結果の概要」、総務省自治行政局選挙部（2015）「地方選挙結果調」より筆者

作成）

 

 

 

  

人口段階 
無投票当選

団体割合 
議員定数 専業議員割合 議員報酬 平均年齢 年間会期日数 財政力指数 

~1000人 64.71% 7.07 9.53% 152510 62.23 23.23 0.12 

1001人~10000人 26.85% 10.43 17.71% 194229 63.59 32.63 0.28 

10001人~30000人 17.14% 14.54 24.20% 246898 62.66 52.23 0.45 

30001人~100000人 4.73% 19.64 33.34% 355851 60.57 84.14 0.61 

100001人~  0% 30.30 52.00% 512973 56.99 95.05 0.77 

指定都市 0% 59.30 61.12% 773650 54.91 108.89 0.86 
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